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① 令和８年度（令和７年度活動）自己点検及び評価（内部評価）の件（総務課） 
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別添資料① 

② 令和８年度（令和７年度活動）自己点検及び評価（内部評価）における外部委

託の件（総務課） 

 

・・・ 当日資料① 
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令和８年６月 定例教育委員会議題 

 

令和８年度（令和７年度活動）自己点検及び評価（内部評価）の件 

 

上記の件について下記のとおり提案する。 

 

令和８年６月２９日提出 

                                     佐世保市教育委員会教育長 陣内 康昭 

 

１．提案理由 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条に基づく、令和８年度（令和７年度活動）佐世保市教育委員会の自己点検及び内部評

価について提案するもの。 

  

２．提案内容 

 別紙のとおり 

 

〈地方教育行政の組織及び運営に関する法律〉 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1 項の規定により教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4

項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を

作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。  

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。  

議題➀ 
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議題１ 

令和８年６月定例教育委員会資料 

 

 

 

 

佐世保市教育委員会における 

自己点検（内部評価）について 
 

 

令和８年度版 

（令和７年度対象） 
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Ⅰ 概要 

１ 点検・評価の趣旨 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条では、効果的な教育行政の推進に資するとと

もに、住民への説明責任を果たしていくため、教育委員会が事務の管理及び執行状況について点検・

評価を行い、その結果に関する報告書を議会に提出し、公表することとし、また、点検・評価を行

う際、学識経験者の知見を活用することが規定されています。 

 この法の趣旨に基づき、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民に対する説明責任を果

たすことを目的として、佐世保市教育委員会の事務に関する自己点検及び評価を実施し、議会報告、

市民への公表を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 点検・評価の対象 

佐世保市教育振興基本計画（第４期）の体系に基づき、令和７年度の「政策」、「３つの施策」、「個

別の事務事業」及び重点課題としている「学校改革への取組」を点検・評価の対象としました。た

だし、市長部局の所管事務については除きます。 

 

３ 点検・評価の方法 

 
（１）内部評価 

「政策」、「施策」、「事務事業」それぞれについて点検・評価表を作成し、各事務事業の担当課に

おいて点検・評価を実施しました。 

 

 

〈地方教育行政の組織及び運営に関する法律〉 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任され

た事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された

事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する

報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

 

２  教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の

知見の活用を図るものとする。 
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４ ＰＤＣＡサイクルの導入 

佐世保市教育委員会では、教育行政の運営に PDCA サイクルを導入し、結果や成果に関する見

通しやより効率的な事業進捗、確かな計画性をもった教育行政の推進に努めています。 
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Ⅱ 教育委員会の活動状況 

１ 教育長・教育委員 

 
職 名 氏 名  

教育長 陣内 康昭  

教育長職務代理者 松野 廣文  

委 員 古賀 由樹  

委 員 中村 徳裕  

委 員 西沢 菜月 （令和７年度末現在） 

                                                

２ 総合教育会議 

 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により、平成２７年度より、地方公共団体の長と

教育委員会が十分な意思疎通を図り、地域の教育の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意を反映し

た教育行政の推進を図るために総合教育会議が設けられました。 

令和７年度は下表のとおり１回開催しました。 

 

開催日 出席者 協議事項 

令和８年１月１３日 

宮島市長、陣内教育長、 

松野教育長職務代理者、古賀委員、

中村委員、西沢委員 

学校・家庭・地域社会が果たすべき教育機能

について 

 

３ 教育委員会会議 

 

会議は毎月「定例教育委員会」を開催しています。定例教育委員会では、学校教育、社会教育等あらゆ

る教育分野での議題等について協議・検討を行っています。 

また、定例教育委員会において活発な議論を行うための事前の検討素地の収集等を目的として、原則

毎月「教育委員会協議会」（令和７年度から前期教育委員会より名称変更）を開催しています。教育委員

会協議会において様々なテーマについて研修したことにより、委員が現状理解を深め、それにより定例の会

議での議論が深まり、会議が活性化しています。 

なお、必要に応じ臨時会を開催しています。それぞれの会議の開催実績は次のとおりです。 
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教育委員会会議 実施回数など 

年度 
実施回数（回） 件数（件） 

定例 臨時 協議会 議案 協議 報告 

Ｒ７ １２ １ ９ ４５ １０ ３７ 

Ｒ６ １２ ３ ９ ４０ １４ ５９ 

Ｒ５ １２ ２ ９ ５２ １２ ６３ 

※件数は定例教育委員会と臨時会の合計 

 

令和７年度開催実績 

開催日 区分 種別 事項名 

R7.4.8 協議会 協議会 前期教育委員会の取扱いについて 

協議会 前期教育委員会年間予定について 

協議会 教育委員の小・中学校合同校長研修会への出席依頼について 

R7.4.24 定例 議題 佐世保市社会教育委員選任の件 

協議 福井洞窟特別史跡指定記念「ゆるキャラデザイン」受賞作品の選考の件 

報告 Ｓａｓｅｂｏ Ｅｘｐｏ２０２５について 

報告 令和７年度学校訪問実施計画等について 

報告 令和７年度いのちかがやく講演会について 

R7.5.9 協議会 協議会 令和７年度教育委員会の活動方針について 

R7.5.22 定例 協議 令和７年度（令和６年度活動）教育委員会の自己点検及び評価（内部評

価）について 

協議 総合教育会議（令和７年度・第１回）のテーマについて 

報告 令和７年３月定例会における一般質問答弁について 

報告 令和７年度「いのちかがやく強調月間」について 

報告 令和７年度佐世保市中学校体育大会について 

報告 図書館運営方針の改訂について 

R7.6.26 定例 議題 令和７年度（令和６年度活動）自己点検及び評価（内部評価）の件 

議題 令和７年度（令和６年度活動）自己点検及び評価（内部評価）における外部

委託の件 

議題 佐世保市社会教育委員選任の件 

議題 令和７年度「全国学力・学習状況調査」等における佐世保市及び各校の結

果の取扱いについて 

報告 令和７年度佐世保市少年の主張大会について 

報告 令和７年度佐世保市中学校体育大会の結果について 

R7.7.9 協議会 協議会 佐世保市学校給食センター視察 

R7.7.29 定例 協議 「まるわかり！日本の防衛 はじめての防衛白書２０２４」の取扱いについて 

報告 第四次佐世保市子ども読書プランについて 

報告 SASEBOグローバルキッズ・チャレンジ事業について 
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報告 令和７年度２学期の学校訪問について 

報告 令和７年度佐世保市中学校体育大会の反省について 

R7.8.8 協議会 協議会 佐世保市小・中学校長及び副校長・教頭合同研修会（講演会）出席 

R7.8.26 定例 議題 令和７年度（令和６年度活動）佐世保市教育委員会における自己点検及び

評価の件 

報告 学校再編計画第１期対象地区の現状と今後の予定について 

R7.9.5 協議会 協議会 第４回学校教育審議会傍聴 

R7.9.24 定例 報告 少年の主張長崎県大会の結果について 

報告 佐世保市中学校体育大会駅伝競技について 

報告 佐世保市立図書館運営の見直しについて 

R7.10.10 協議会 協議会 社会教育委員との合同会 

R7.10.22 定例 議題 佐世保市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する条例施行規則の一部を改正する規則について 

議題 佐世保市通学区域規則の一部改正について 

報告 Sasebo Expoの開催について 

報告 今後の「いのちかがやく講演会」の講師選定について 

R7.11.6 協議会 協議会 市議会令和７年６月定例会一般質問答弁について 

協議会 市議会令和７年９月定例会一般質問答弁について 

協議会 総合教育会議（令和７年度・第１回）のテーマについて 

協議会 学校給食センターの整備方針について 

R7.11.25 定例 議題 学校管理員業務委託導入の件 

議題 工事請負契約締結の件 

議題 佐世保市立白南風幼稚園における満３歳児受け入れ及び預かり保育時間

の延長の件 

議題 部活動の地域展開を推進するための今後の方針とスケジュールの件 

報告 「語らいの広場～うちどくで本ともっとふれ合おう～」の開催について 

報告 「させぼ徳育推進フォーラム」の開催について 

報告 佐世保市いじめ未然防止カリキュラムについて 

R7.12.2 協議会 協議会 総合教育会議（令和７年度・第１回）について 

協議会 文化財保存活用地域計画について 

R7.12.25 定例 議題 佐世保市教育委員会会議規則の一部改正の件 

議題 佐世保市社会教育委員選任の件 

議題 佐世保市立幼稚園条例施行規則の一部改正の件 

協議 総合教育会議の件（令和７年度第１回） 

報告 佐世保市青少年育成研修会の開催について 

R8.1.7 協議会 協議会 総合教育会議（令和７年度・第１回）について 

R8.1.22 定例 議題 鹿町地区統合に係る新設予定校の校名案決定の件 

議題 佐世保市教育委員会職員服務規程の一部改正の件 

議題 佐世保市通学区域審議会に付議する西地区における諮問事項の件 

議題 佐世保市通学区域審議会に付議する鹿町地区における諮問事項の件 
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議題 学校教育審議会にかかる諮問内容等の件 

協議 佐世保市第４次教育の情報化推進計画（スマート・スクール・SASEBO構想

NEXT）（案）策定について 

報告 学校教育審議会答申について 

報告 令和７年度市立小・中学校及び義務教育学校卒業式（教育委員会答辞）へ

の出席について 

報告 特別な教育的支援を必要とする就学予定児、学齢児童及び学齢生徒の就

学の件 

R8.2.9 臨時 議題 佐世保市立小学校、中学校及び義務教育学校条例の一部改正の件 

協議 文化財保存活用地域計画（案）について 

報告 令和８年成人式典について 

R8.2.25 定例 議題 佐世保市教育委員会公印規則の一部改正の件 

議題 佐世保市立小・中学校及び義務教育学校処務規則の一部改正の件 

議題 佐世保市学校運営協議会規則の一部改正の件 

議題 佐世保市文化財保存活用地域計画（案）の策定の件 

議題 佐世保市第４次教育の情報化推進計画策定の件 

R8.3.26 定例 議題 佐世保市奨学基金条例施行規則の一部改正の件 

議題 佐世保市立学校使用規則の一部改正の件 

議題 佐世保市立小学校、中学校及び義務教育学校の施設の開放に関する規則

の一部改正の件 

議題 佐世保市立幼稚園条例施行規則の一部改正の件 

議題 佐世保市学校給食に関する条例施行規則の一部改正の件 

協議 佐世保市立「学びの多様化学校（分教室）」設置基本計画（案）について 

報告 令和８年度使用学校体育実技教材用図書（副読本）の選定について 

報告 教育委員の小・中学校合同校長研修会への出席依頼について 

※秘密会案件は除く 
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４ 教育委員会会議以外の活動状況 

 

教育委員会に関わる会議、研修会、式典に出席し、教育委員として活動しました。 

種別 主な内容 回数 

会議 

九州地区市町村教育委員会研究会、学校教育審議会、総合教育会

議、長崎県市町村教育委員会連絡協議会総会・研究大会、教育委

員・社会教育委員合同会、青少年育成連盟研修会など 

8 

学校訪問 

港小学校、三川内中学校、日宇小学校、黒髪小学校、天神小学校、福

石小学校、大塔小学校、宮中学校、日野中学校、宮小学校、小佐々小

学校、山澄中学校、崎辺中学校、清水中学校、祇園小学校、祇園中学

校、中里小学校 

１７ 

式典 

成人式典、小学校卒業式、中学校卒業式、夜間学級（夜間中学）開

級式・入学式、福井洞窟特別史跡指定記念式典、佐世保市永年勤続

及び教育功労者表彰など 

８ 

その他 
いのちを見つめる集会、いのちかがやく講演会、中学校体育大会、小

学校音楽発表会、中学校音楽発表会、少年の主張大会など 
２０ 

 

 

 

7



Ⅲ 施策体系表 

１ 学校教育の充実 

 

 

 

 

 

中学校体育推進事業

学校体育実技指導研修事業

小学校体育推進事業

生徒指導充実事業

教育相談活動事業

全国体力・運動能力

調査結果・運動習慣調査

（運動好き）

学校教育の充実

全国学習状況調査

児童生徒質問紙結果

（自己肯定感）

KPI

全国学習状況調査

児童生徒質問紙結果

（学習意欲）

KPI

KPI

【施策名】

人権教育推進事業

1

体験学習・環境教育充実事業

中学校施設整備事業

豊かな心をはぐくむ実践事業

学校再編推進事業

小学校施設整備事業

【事務事業名】

国際理解・交流能力育成事業

障がい児教育推進事業

教育センター事業

特色ある学校づくり対策事業

教職員資質向上事業

基礎学力・学習意欲向上推進事業

8



２ 豊かな心を育むまちづくり 

 

 

３ 生涯学習の充実 

 

 

KPI 青少年教育事業

青少年非行防止推進事業

徳育推進事業

健全育成事業への

参加者数

家庭教育推進事業
地域学校協働活動等に

携わった大人の人数

【施策名】 【事務事業名】

2
豊かな心を育む

まちづくり
KPI 地域学校協働活動推進事業

針尾送信所保存整備事業

文化財展示施設等管理運営事業

KPI 総合教育センター事業

生涯学習拠点施設の

利用者数

少年科学館事業

コミュニティセンター活性化事業

福井洞窟整備・発掘事業

【施策名】 【事務事業名】

3 生涯学習の充実 KPI グローバル教育推進事業

生涯学習事業への

参加者数

生涯学習推進事業

生涯学習支援事業

文化財の調査・保護・活用事業

世界遺産保存整備事業
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４ 政策を支える包括的な事務事業群 

 

 

学校保健管理事業

学校給食事業

「人づくり」にかかる人件費

【施策名】 【事務事業名】

教育行政一般管理事業政策を支える包括的な事務事業

子どもの安全対策事業

スポーツ行政一般管理事業

小学校施設維持改修事業

中学校施設維持改修事業

学校給食費相当額助成事業

奨学金充実事業

幼児ことばの教室運営事業

小学校管理運営事業

中学校管理運営事業

小学校児童助成事業

中学校生徒助成事業

社会教育行政一般管理事業

人権講座事業

成人式典事業
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 Ⅳ　教育委員会の政策・施策に関する点検・評価

 1　教育政策の総括

目指す方向 向 上

参考値（令和4年度） 5.0回／人

教育政策の総括

●令和７年度は、第７次佐世保市総合計画後期基本計画及び佐世保市教育振興基本計
画（第４期）の２年目に当たり、昨年度に引き続き、新たな計画に基づいた教育政策の推進
に取り組みました。

●各施策において、PDCAによる事業推進に取り組んだ結果、社会指標の向上に寄与する
ことができましたが、７つのKPIのうち、目標値を達成したものは３つとなりました。そのうち、
KPI向上の主な理由は、地区自治協議会主催の生涯学習事業において、充実が図られた
ことや、福井洞窟特別史跡記念事業開催などにより、参加者が増加したことなどによるもの
が挙げられます。

●社会指標の実績値は参考値となる令和４年度（５．０回／人）及び前年度（５．８回／人）
を上回ったものの、コロナ禍前の水準（令和元年度６．６回／人）には届いておりません。

実績値（令和７年度） 6.5回／人

点検・評価シート【教育政策の総括】/令和７年度

社会指標名 市民1人あたりの生涯学習に関わった回数

社会指標算出式 生涯学習事業への参加、生涯学習拠点の利用者数／本市人口
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点検・評価シート【教育政策の総括】/令和７年度

●校内教育支援センターの設置
令和６年度から10校に設置し、指導員20名を配置することで、悩みを抱える生徒への早期
対応により速やかに解決を図り、学びの保障の維持に努めました。

●「いのちかがやく講演会」の充実
７年度から派遣型のいのちかがやく講演会を開催し、児童生徒の自己肯定感の向上を図り
ました（小学校７校、中学校１１校、義務教育学校１校で実施。児童生徒数３６４９名、保護
者１２０名、地域住民５４名）。

●夜間学級開級
令和７年度開級しました夜間学級では、学齢経過者と学齢期の不登校・不登校傾向の生
徒が共に学ぶ中で、学齢生徒が在籍校に通えるようになるなどの成果を得ることができま
した。

教育政策における取組実績・事業成果

　施策１：学校教育の充実

● 「AI搭載型ドリル」を全校に導入（令和７年９月～）
一人ひとりの個に応じた学びを推進するスタートを切ることができました。

● 「英語検定受験料補助事業」の拡充
（令和６年度：中２、第２回目受験⇒令和７年度：中学全学年、第２・３回目受験）
英語検定受検者が前年度比２２．９％増になるなど、学校以外の場所でも自身を高めようと
する意欲の喚起が伺えました。

●特別支援教育補助指導員の増員（２名増員、全５１名）

●学校再編の推進
西地区と鹿町地区において、佐世保市立小学校、中学校及び義務教育学校条例を一部改
正し、令和11年4月の開校が決定しました。

●少人数指導教室、音楽室、理科室の空調整備完了（令和７年度：早岐小学校ほか２０
校）

●屋内運動場空調整備を開始（令和７年度：実施設計１１校）

●中学校の部活動地域展開に向けた実証事業の実施
実証事業の効果や課題を検証し、まずは休日の地域展開に向けた検討を進めていきま
す。
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点検・評価シート【教育政策の総括】/令和７年度

　施策２：豊かな心を育むまちづくり

●コミュニティ・スクール設置校拡大（１３地区１９校 → １６地区２２校）

●ＣＳマイスターの講演や研修会の開催
ＣＳマイスターの講演や研修会を行ったことにより、子どもの成長を支える仕組みとしてのコ
ミュニティ・スクールを知ることで、自分たちの地域と学校に合ったコミュニティ・スクールを
推進していこうとする関係者の意識が向上していく手ごたえをつかめました。

●白ポスト閉鎖
有害図書類の廃棄・回収件数は減少傾向にあることから、白ポストの投函口を令和８年２
月末に閉鎖し、市が設置していた６か所の白ポストを同年３月に撤去しました。

　施策３：生涯学習の充実

●子ども読書活動のアンケート実施・分析
保護者・児童生徒に対し、子ども読書活動のアンケートを実施・分析し、読書離れの要因や
子ども読書を取り巻く全体的な傾向（大半が読書の重要性を認識する一方、読書活動につ
ながっていない実態）を把握することができました。

●文化財保存活用地域計画の策定

●立神広場整備活用事業の工事進捗
土壌汚染対策を取りつつガイダンス施設や公園等の工事を進めることができました。

●文化財施設の来館者数増加
うつわ歴史館への来館者は延べ３，３０５人、無窮洞の見学者は１６，１９５人であり、合計
で昨年と比較して約１１％増加しました。

●福井洞窟特別史跡指定記念事業の実施
福井洞窟が旧石器時代としては初めて国の特別史跡に指定されたことを記念し、式典や
展覧会を開催しました。また、毎年全国各地で開催されている文化庁主催の巡回展「発掘
された日本列島2025」展が、佐世保市で初めて開催されました。

●企業との協働によるふるさと未来事業の実施
子どもたちの体験学習推進に関する連携協定を締結した企業との協働によるふるさと未来
事業として、ｅスポーツを題材にしたプログラミング教室、生成ＡＩを活用した体験教室、アイ
デア創出のワークショップ（アイデアソン）、チーム型課題解決プログラム教室（ハッカソン）
を初めて開催しました。
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点検・評価シート【教育政策の総括】/令和７年度

　政策を支える包括的な事務事業群

●学校給食費無償化の拡大
令和６年度４月から実施した市立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の給食費無
償化が、令和７年度には市立中学校第２学年及び義務教育学校第８学年へ対象を拡大し
ました。

●給食費の無償化を受けることができない生徒の保護者に対する支援
不登校やアレルギー等で給食を食べることができない生徒や、県立・私立学校等に通学し
ていて給食費の無償化を受けることができない生徒の保護者に対する支援についても、対
象学年を中学校第３学年～第２学年及び義務教育学校第９学年～第８学年へ拡大しまし
た（学校給食費相当額助成事業）。

●奨学金の見直し
令和６年度に大学の奨学金について見直しを行い、令和７年度からは、高校の奨学金につ
いても、従来の月額１万２千円（公立）、月額２万円（私立）から、公立・私立問わず、月額
「２万円・３万円・４万円」の選択制とすることで、貸付件数の増につながりました。

●「スマートロック」の運用準備
市内全校において屋内運動場（体育館）の施錠・開錠を鍵を使わずに暗証番号で行う「ス
マートロック」の令和８年度からの運用開始に向け、導入に係る工事等を行いました。

●屋内運動場の照明ＬＥＤ化が完了
令和６年度から取り組みを進めていた屋内運動場（体育館）のアリーナ照明のＬＥＤ化が完
了しました。

●学校における印刷環境をアップデート
学校における印刷に係るコストと時間を削減するため、印刷機、コピー機、プリンタ機器を
高速複合機に集約しました。

●野外宿泊学習奨励事業の廃止
野外宿泊学習奨励については、小中学校間の公平性を保つため、令和７年度当該事業を
廃止しました。

●就学援助費の対象者拡充、夜間学級の生徒への支援
就学援助費の支給について、令和７年４月より私立小中学校へ対象者を拡充するととも
に、４月から開級した夜間学級の生徒本人に対する支援も行うことで、誰一人取り残さない
教育の実現に向け、保護者及び生徒本人の経済的負担軽減に努めました。

●遠距離通学費補助金の支給見直し
遠距離通学費補助金の支給について、徒歩の児童生徒の実態として自家用車使用であっ
たため、補助要綱を見直し、根拠をガソリン代相当額としました。
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点検・評価シート【教育政策の総括】/令和７年度

学校・家庭・地域社会の三者連携の必要性
●学校に過剰な負担がかかる現状（本来家庭が担うべきことを学校が引き受けている）
　　→教職員のストレス要因として「対処困難な児童生徒への対応」や「保護者対応」が
　　　 上位であり、地域社会総がかりでの支援が必要
　　→「地域の子は地域で育てる」という考えを醸成し、家庭教育へのアプローチもしな
　　　 がら、学校・家庭・地域が一体となって子どもたちを支える環境をつくる

●地域学校協働活動本部の数は増加しているが、運営に関わる参画者数は減少傾向

●社会背景の変化、価値観の複雑多様化、無関心化等により、PTA加入者、家庭教
　 育講座等の参加者数は減少傾向

　施策３：生涯学習の充実

市外から人を呼び込むリソースとしての文化財の保存と活用
●させぼ立神近代化歴史公園の活用

●文化財展示施設の管理と関連文化財への周遊促進

　政策を支える包括的な事務事業群

時代に即した学校運営
●学校再編の着実な進捗（第２期計画の策定）

●センター化による学校給食の提供の実現（北部、中部）

●学校管理員の業務委託化→公共施設の包括管理委託に向けた先行事業

　施策２：豊かな心を育むまちづくり

教育政策における今後の方向性（課題など）

　施策１：学校教育の充実

多様性を包摂し、一人ひとりの意欲を高め、可能性を開花させる教育の実現
●多様な個性や特性を有する子どもが在籍している実態が顕在化
　　→特別支援教育の充実、学校での居場所づくり、様々な課題・悩みを抱える児童生
　　　 徒や家庭に寄り添う体制の充実

●不登校の増加
　　→不登校対策、いじめ対策、問題行動対策

●教師が子どもと向き合う時間を確保するための働き方改革の一層の推進
　　→教員の多様なニーズに応える研修の充実、学校におけるＡＩ活用

●新学習指導要領（８年度末改訂予定）に基づいた教育実践の徹底
　　→「主体的・対話的で深い学び」の実装、多様性の包摂、実現可能性の確保
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 ２　施策１（学校教育の充実）

　KPIの実績値 単位：％

施策に対する総合評価
●「特色ある学校づくり対策事業」において、より魅力的な教育資源の活用推進を財政面から支援す
ることにより児童生徒の学習意欲の向上に寄与することができました。
●「教職員資質向上事業」や「教育センター事業」において、教職員研修、教育推進研究委託、教育
ＤＸ推進に取り組むことにより、教職員の指導力が向上し、ひいては児童生徒の意欲向上につながり
ました。さらに令和７年９月より「ＡＩ搭載型ドリル」を全校に導入し、一人ひとりの個に応じた学
びを推進するスタートを切ることができました。
●「基礎学力・学習意欲向上事業」において、学校司書の配置や指導主事の学校派遣により基礎学力
の定着や学習意欲の向上に寄与することができました。
●「国際理解・交流能力育成事業」の「英語検定受験料補助事業」を通じて、英語検定受検者が前年
度比２２．９％増になるなど、学校以外の場所においても自身を高めようとする意欲の喚起が伺えま
した。

70.058.6 61.9 58.4

令和9年度
目標値 実績値

現状値
令和4年度

点検・評価シート【施策】/令和７年度

学校教育の充実

KPI名 全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）

施策名

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

KPI算出式
全国学習状況調査児童生徒質問紙調査において「学ぶことが好きですか」の問いに「当てはまる」
「どちらかといえば、当てはまる」と答えた児童生徒（小6、中3）の割合

令和８年度から実施（実施検討含む） 令和９年度以降実施・実施検討
●増加する特別な対応を要する児童生徒に対する
支援策として、特別支援教育補助指導員を５名増
員し、個に応じた支援を充実させます。
●巡回による通級指導教室や自校通級など、実態
やニーズに応じた通級指導教室による支援体制の
充実を図ります。
●児童生徒の学びを支える「教師の指導の在り
方」について市全体の教育ビジョンや学力向上プ
ランを策定し、子ども主語にする授業を行うこと
で、児童生徒の学習意欲向上を図ります。

●不登校対策の一策として、学びの多様化学校を
設立し、誰一人取り残すことなく、学習を進める
ことのできる場を保障します。
●学校再編により、令和９年４月から新たな小学
校等をを新設統合することで、児童の多様な学び
を生み出す環境整備を行います。
●特別支援教育補助指導員の増員により、特別な
支援を必要とする児童生徒への支援の充実を図り
ます。

KPI分析
●令和７年度は目標６４．０％に対し、実績５８．４％と、目標を達成することができず、さらに昨
年度の実績を下回る結果となっており、達成度・進捗はあまり順調ではありません。しかしながら、
全国比達成率では全国平均を上回り、かつ昨年度を上回る結果となっています。
●小学校では高学年になるにつれ「学習意欲」が低下する傾向にあります。自らが主体的な学習者と
なって自立（自律）的に学ぶ態度を育む指導により改善を図ります。
●ＫＰＩ向上の阻害要素として、「国語、算数（数学）の授業が面白くない」「家庭学習の内容が発
展性がない」「勉強する意義や目的を実感できない」「授業が分からない」「遊びへの関心が高い」
「安心して学べる環境がない」等が考えられます。約４０％の児童生徒の意欲向上をいかに実現する
かが今後課題として一層大きくなります。

政策実現に向けた取組
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

「主体的・対話的で深い学びの実現」、「学びの動機付け」や「幅広い資質・能力の育成に向けた探究的な学習
の充実」という目的の実現のため、教科や総合的な学習の時間などに地域の教育資源（人・もの・こと）を活用し
たカリキュラムの作成を行うとともに、地域と連携した体験活動を実施するなど各学校の特色かつ魅力ある学
校づくりが必要です。

取組実績・事業成果（令和７年度）
●校長のリーダーシップのもと、保護者や地域と連携した教育活動の実践が図られており、以下の項目におい
ては、特に大きな効果が得られています。
●事業成果の調査を行ったところ、以下の項目について「教育活動に効果が特に大きかった」との回答が得ら
れました。
　・教育目標の具現化…９７．１％（６８校／７０校）
　・地域に根ざした教育活動の充実…９０．０％（６３校／７０校）
　・地域とともにある学校づくりの推進…９１．４％（６４校／７０校）

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）

特色ある学校づくり対策事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）１７ページ参照

【解決策】
「学校が創意工夫を生かした特色ある教育活動を進めるため、各教科の教育内容と地域の教育資源（人・も
の・こと）を活用した体験活動等を効果的に結び付けることで、カリキュラムマネジメントの視点から教育活動の
充実を図ります。
さらに、子どもの思いをもとにした取組にするために、どのような学びをしたいかなどのアンケートをもとにした各
学校での活動内容の精選及び充実を図ります。

【効果】
教科との関連を意識した体験活動等を効果的に推進することにより、子どもたちが探究的な学びを通して、学
習意欲を向上することができます。

原因
●学年間、教科間等、教科横断的、俯瞰的に教育課程全体を捉えた体験活動など各学校の特色かつ魅力ある
学校づくりとなっていない一面があります。
●子どもたちが抱く「どのような学校をつくりたいか」、「どのような学びを行いたいか」という「思い」をもとにした
子どもを主語にした教育実践になっていない部分があります。

解決策と効果
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●教職員のＩＣＴ活用は進んでいるものの、子ども自身が端末を十分活用するまでには至っていません。
●ＡＩ搭載型ドリルの活用率が８０％を超える学校がある一方で、５０％未満の学校もあり、利活用が十分に進
んでいない学校もあります。
●令和６年度以降、ＩＣＴ支援員による「授業支援の充実」を目標に掲げていますが、業務の割合としては、まだ
まだ障害対応や校務支援等が多くなっているという現状があります。

取組実績・事業成果（令和７年度）
●市内５校を研究校に指定し、令和７年度はそのうち２校が研究発表会を実施しました。市内各校の管理職及
び教諭等が参加し、研究協議や情報交換など行うことで、教職員の指導力向上や意識改革を図りました。
●令和７年９月からＡＩ搭載型ドリルを新規導入し、個別最適な学びの充実を図りました。
●ＩＣＴ支援員の配置により、ＩＣＴを活用した校務及び授業の支援の充実を図りました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）

教職員資質向上事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）18ページ参照

【解決策】
●総合教育センターと情報を共有しながら、出前研修等の充実を図ります。
●校長会や副校長・教頭会等で、利活用が進んでいる学校の取組等を紹介することで、ＡＩ搭載型ドリルの利活
用を推進していきます。
●ＩＣＴ支援員に対して、ＡＩ搭載型ドリルの活用を深めるためのプログラムを作成したり、活用状況に応じた研修
を実施したりするなどのサポート体制を充実させ、授業支援の機会を増やしていきます。

【効果】
●研修の充実や利活用が進んでいる学校の取組を紹介することで、教職員の意識改革が図られ、ＡＩ搭載型ド
リルの利活用が進みます。

原因
●これまで土台にあった「教師主導型の授業スタイル」が定着している教職員がおり、アップデートは容易では
ないという現状があります。
●ＡＩ搭載型ドリルを導入したばかりで、活用方法等の周知、研修がまだ十分に行われていないという現状があ
ります。
●様々なデジタルコンテンツが増えた結果、困り感を抱えている教職員もおり、ＩＣＴ支援員に対して、授業支援
以外のサポートを求める機会が依然として多いという現状があります。

解決策と効果
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●今年度は全国平均を上回り、かつ前年度の全国比達成率を上回ったものの、目標には到達しませんでした。
継続して学習意欲の向上を図る必要があります。
●昨年度の標準スコア５０．７から０．２ポイント上昇していますが、継続した向上を図ることが課題です。
●児童生徒の学校図書館の利用者が減少しています。
●令和６年度からサイエンスショーをふるさと学習に変更して実施していますが、児童及び引率職員において評
価が下がっています。

取組実績・事業成果（令和７年度）
●全国学力・学習状況調査の児童生徒質問調査において、「国語（算数）の学習は好き」と回答した児童生徒
の割合の平均は５８．４％でした。（目標：６４．０％、全国平均：５７．０％）
●心の状況調査CBTにおいて、「学習意欲」に関する項目の標準スコアは５０．９でした。（全国平均スコア：５０）
●学校司書２３名を対象に資質向上に係る研修会を８回開催しました。併せて、学校司書専任指導員による訪
問研修を４３回実施しました。
●理科学習支援事業を４４回（２，１１８名参加。（市内小学校４３校（分校含む））を実施し、少年科学館において
天文について学習しました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）

基礎学力・学習意欲向上推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）２０ページ参照

【解決策】
●学校訪問における授業支援及び学校への市教委指導の際には、授業改善を通して児童生徒の「学習意欲
の向上」をはかるべく、これからの本市教育ビジョン、学力向上プランに沿った指導にあたります。また、各種調
査結果も踏まえた指導となるよう努めます。
●学校図書館における読書環境の充実、授業における支援、児童生徒へ読書の魅力を伝える取組の実施等
に係る学校司書の資質・能力の向上が不可欠です。
●ふるさと学習について、資料を子どもの実態に合わせて修正するとともに、ふるさと学習の題材としてサイエ
ンスショーを取り入れることで、科学や実験と企業の活動をつなげる体験を提供します。
【効果】
●児童・生徒が主体的に学ぶことにより、「学習が好き」と感じることができます。
●学校図書館が、読書センター、情報センター、学習センターとして効果的に活用することが期待できます。
●理科学習支援の評価について、児童及び引率教員の評価がＲ６、Ｒ７よりも上昇し、一定の評価が得られる
ものと期待できます。

原因
●学校訪問等にて各学校の授業参観を実施し、適宜指導を行っています。現行の学習指導要領における「主
体的・対話的で深い学び」の実装に向けて、徐々に授業改善が進んでいると感じる学校が増えてきた一方で、
授業改善が進んでいない学校が一定数あることに原因があります。
●学習意欲の向上の原因として、児童生徒の個別最適な学びの手段として、児童生徒用学習端末が配備され
たこと等が考えられます。
●令和６年度からサイエンスショーをふるさと学習に変更して実施していますが、４年生が興味を持って取り組
むには内容が難しいものであったことが原因です。

解決策と効果
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●児童生徒が自ら「英語を使いたい」「英語を学ぶことが楽しい」と思えるようにするためには、日々の授業改善が必要であり、その中
でも、異文化の生きた素材であるＡＬＴの効果的な活用が課題であると認識しています。
●外国にルーツのある児童生徒数は増加傾向にあり、日本語指導が必要な児童生徒に対する支援を行っているところではあります
が、日本語指導ができる国際理解指導員が限られており、なおかつ十分な派遣回数を確保できない予算的な課題があります。
●英語検定試験検定料補助事業については、令和６年度と比較すると周知時期を早め、周知回数を増やしましたが、申請者数が６８
１名にとどまったという課題があります。

取組実績・事業成果（令和７年度）
●全ての中学校・義務教育学校及び希望する小学校へＡＬＴ（ＪＥＴ－ＡＬＴ１１名・市独自ＡＬＴ２名）を派遣するとともに、市内在住の外
国人や英語が堪能な日本人を小学校へ派遣し、児童生徒が英語を用いてコミュニケーションを図る場面や異文化に触れたり学んだり
する場面を設定することができました。
●Challenge English Camp（希望中学生対象）及びActive English Camp（希望学校対象）を実施し、英語のコミュニケーション能力の育
成を図るとともに、日常の授業で学んだ成果を発揮する場を提供することで、英語に対する有用性や学習意欲の喚起を図りました。
●日本語支援を必要とする児童生徒に対し、国際理解指導員を派遣することで、日本語能力の向上だけでなく、学校生活への適応の
面でも大きく寄与しました。また、該当児童生徒だけでなく、学校と保護者間の連絡の支援など、包括的な支援を行いました。
●英語検定試験を受験する市立中学校及び義務教育学校後期課程に在籍する生徒及び夜間学級に在籍する生徒を対象に、検定料
（上限３，０００円）を補助しました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）

国際理解・交流能力育成事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）22ページ参照

【解決策】
●ＡＬＴが企画・運営するChallenge English Campを継続して実施します。参加する生徒の英語力向上などが主たる目的ですが、準備
段階からＡＬＴ同士でアイデアを出し合い、よりよい企画にするために練り上げていくことで、ＡＬＴの授業力向上を図ります。また、夏に
来日する新ＡＬＴにとっても良い研修の場となります。
●英語（外国語活動）の授業を行う教職員に対して、授業におけるＡＬＴの活用に関する研修の実施について検討します。
●日本語指導に携わっていただける方々の確保に継続して努めます。また、国際理解指導員派遣に加え、日本語指導を要する児童
生徒が在籍する学校において、該当児童生徒への指導や対応等の情報収集を行い、効果的な指導等について市内に共有できるよう
に努めます。
●英語検定試験検定料補助事業については、令和８年度は事業にかかる周知を兼ねて、年度当初に中学生対象のアンケートを実施
します。併せて、英語検定学習会を実施することで、生徒の検定受検への意欲向上を図ります。また、これまで同様、校長研修会や教
頭研修会等において、継続して事業周知を行います。
【効果】
●授業における英語での言語活動が増えることで、児童生徒が英語を用いてコミュニケーションを行う時間（回数）が増え、英語力の
向上が期待できます。
●外国にルーツのある児童生徒など、多様な背景をもつ子どもたちが学校生活により適応すると同時に、周囲の児童生徒も含めて、
多様性を尊重することができるようになることが期待できます。
●英語検定試験の受験者（申請者）数が増加するとともに、外国語への興味関心の高まりや、自ら目標を設定して学びに向かう自律
した学習者の育成に寄与することが期待できます。

原因
●ＡＬＴは様々な国から来ており、ＡＬＴという職に就くまでの背景も様々であるため、まずはＡＬＴ自身の英語指導力を高めると同時に、
児童生徒に対する関わり方への理解を深めることが必要です。
●英語（外国語活動）の授業を行う教職員が、授業内外におけるＡＬＴの効果的な活用について研鑽を積む必要があります。
●日本語指導に携わる人材の確保が課題です。現在は、長年国際理解指導員として携わってくださる方々や佐世保市で日本語教室
を開催しているボランティア団体の紹介に頼っている現状です。
●英語検定試験検定料補助事業の周知を行っていますが、令和８年２月に行った生徒対象アンケートにおいて、「事業を知らなかっ
た」との回答がありました。周知方法や周知時期などを再検討する必要があります。

解決策と効果
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●障害者差別解消法の施行を受け、合理的配慮やバリアフリー化など、個々のニーズに応じた教育の実現が
求められています。
●障がい児の教育については、特別支援学級や通級指導教室に加え、通常学級に在籍する特別な教育的支
援を必要とする児童生徒もおり、その一人一人に対して、適切な指導や必要な支援をどう充実していくかが課
題です。

取組実績・事業成果（令和７年度）
●令和７年度は特別支援教育補助指導員を２名増員し、５１名で特別な支援を必要とする児童生徒を支えるこ
とができました。
●次年度入学の児童に対して早期からの園訪問、就学相談を充実することができました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）

障がい児教育推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）23ページ参照

●就学相談から就学時健康診断、教育支援委員会と児童生徒の支援に向けて、学校や関係機関と一層の共
通理解と連携に努めます。
●巡回による通級指導教室（情緒障がい・言語障がい）や自校通級など、実態やニーズに応じた通級指導教室
による支援体制の充実を図ります。
●令和８年度新たに５名の特別支援教育補助指導員の増員を行うことで、特別な支援が必要な児童生徒の支
援体制の充実を図ります。

原因
●特別支援学級や通級指導教室で学ぶ児童生徒、通常学級において特別な教育的な配慮を必要とする児童
生徒が増加しています。将来の自立と社会参加を実現するため、児童生徒の多様な困り感への早期の気づき
と個々の発達に応じた指導や支援の一層の充実を図るとともに、切れ目のない支援体制を構築することが求め
られています。

解決策と効果
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 教育センター 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●令和７年度は、「国語（算数）の学習は好き」と回答した児童生徒の割合は、全国平均を上回っているものの
ＫＰＩは達成できませんでした。目標達成へ向け、一層の授業改善が必要です。
●「令和７年度 全国学力・学習状況調査」の各教科の結果は、小学校・中学校ともに全国平均を下回っていま
す。
また、同調査における「主体的・対話的で深い学び」にかかる児童生徒の意識も全国平均を下回っています。

取組実績・事業成果（令和７年度）

課題

●KPI全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（「国語（算数）の学習は好き」と回答した児童生徒の割合）は、５
８．４％でした。
【目標：６４．０％　全国：５７．０％】

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）

教育センター事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）24ページ参照

●一人でも多くの教員が、自律的な学習者の育成へ向け、一方的に「教え込む」授業から、児童生徒が主体的
に「学びを起こす」授業へと授業観を転換する必要があります。そのために、研修内容を各学校へと浸透させる
ための取組を充実させます。
①学校教育課との連携を強化し、学校訪問や管理職研修の機会を通じて、一貫した研修と指導を行います。
②授業改善の核となる教員（兼任所員や拠点校指導教員）に対する研修を充実させます。
③まごの手研修（オンデマンド動画配信・立ち寄り研修・悩み相談）をリソースに、学校と共に伴走するように校
内研修活性化の支援を行います。
④ＩＣＴ利活用率が低い学校を訪問し、改善に向けた研修（プッシュ型の研修）を行います。
⑤子どもとの関わり方や授業の進め方など、教員としての基本的な事柄を学ぶ３０分程度の研修、「基本の
『き』研修」を実施し、経験の浅い教員や指導に自信のない教員を支える研修を充実させます。
⑥研修の質の向上及び授業者へのフィードバックを目的に、ルーブリックを作成し、研修の改善を図ります。
●以上の取組を通じて、児童生徒が主体的に「学びを起こす」授業への転換を図り、授業改善を進めることで、
全国学力学習状況調査及び質問調査を向上させ、児童生徒や教師のウェルビーイングの実現に貢献します。

原因
授業改善研修や継続研修における兼任所員制度が順調に稼働し、授業づくりや指導技術を検討する話し合い
を複数回実施するなど、各部会においては着実に授業改善が進んでいます。一方、授業改善に係る研修に参
加しない教員が一定数存在するため、学習指導要領が求める授業の在り方に関する考えが、学校の隅々まで
届いていないことが懸念されます。各学校においては、管理職による研修の受講奨励と校内研修における実践
的な授業改善が求められます。

解決策と効果
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 新しい学校推進室 事務事業名

Do

Check

Check

Action

【推進室（市教委）としての課題】
①　通学区域のあり方について
　　　→再編に伴う通学区域の見直しについて【山澄地区】（学校教育課）
　　　　新校区における通学路の整備及び体制について【吉井地区・鹿町地区】（総務課・学校保健課）
②　給食提供のあり方について
　　　→再編に伴う給食提供食数の増減への対応【宇久を除くすべての地区】（学校保健課・給食センター・教育施設課）
【その他行政または地域を含めた全体の課題】
①　統合後の跡地活用について
　　　→地元からの要望や財務部等、関係部局との連携【吉井地区・西地区】

取組実績・事業成果（令和７年度）
●第1期再編計画における７地区において、年次計画に基づき取組内容の確認を行いました。
●第1期再編計画スケジュールについての周知を６地区において２８回行いました。
　（山澄地区７回、西地区１回、吉井地区１３回、宇久地区１回、鹿町地区４回、宮地区２回）
●吉井地区と鹿町地区において校名検討委員会を２回開催しました。公募の方法や地区から上がってきた校名案を検討
していただき、教育委員会で決定するために３つの案を選考していただきました。鹿町地区においては、２月教育委員会
臨時会において、教育委員会案を決定しました。山澄地区においては、校名検討委員会を開催し、公募まで実施しており
ます。
●西地区と鹿町地区において、佐世保市立小学校、中学校及び義務教育学校条例を一部改正し、令和１１年４月の開校
が決定しました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）

学校再編推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）25ページ参照

【解決策】
①令和８年度において、対象地区の保護者・地域の方に説明会を開催し、児童・生徒の安全面から理解を求めていきま
す。また、新たに生じる通学路整備については、次年度実施に向けて、長崎県及び市の横断的な取組の中で進めていき
ます。
②令和８年度において、学校再編の進捗等に合わせながら、新給食センター整備や現給食センターの拡充など、必要な
事業を計画的に推進します。
【効果】
●児童生徒数を一定規模の集団とすることで、多様な考えに触れながら、必要な学力や社会性を身につけられる望まし
い学校規模を目指すことができます。
●老朽化した全ての学校を建替えていくことは難しいことから、学校再編により、一定の学校数に減らし、改修サイクルの
確立を可能とすることで、児童生徒の安全確保を図ることができます。
●通学区域の見直しなど、学校再編を検討するタイミングで通学区域と地区自治協議会の活動を整理することで、学校と
地域のよりよい連携を目指すことができます。
●学校再編に合わせて、給食センター整備を進めることで、多様なアレルギー対応食の提供、衛生面で国基準を満たす
ドライ方式の採用、配送時間と食数・光熱水費の適正化、運用リスク（現給食センターの改装などへの対応）の軽減が可
能となり、安心・安全な給食提供環境が創出されます。

原因
①再編に伴い、従来、通学路としていなかった道路を新たに通学路として設定する必要が生じ、また、遠距離通学者が発
生します。
②再編に向けた整備の過程で、一時的に他校児童を受け入れる学校の給食提供能力不足が生じてきます。

解決策と効果
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 教育施設課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●現在、学校教育に求められる機能や役割が多様化・複雑化している中、学校施設や設備について、維持改
修（築年数２０年超の施設の外壁改修・屋上防水改修等の部位別改修の年次的な計画に基づく実施、築年数４
０年超の施設においては、躯体の健全性調査等に基づく長寿命化改修等）を適時行う必要があります。
●避難所としての役割も担う学校施設に対し、空調をはじめとした設備の整備について市民のみならず、国か
らも求められています。

取組実績・事業成果（令和７年度）
●外壁改修工事（船越小学校ほか５校）　　　　　　　　　●屋上防水工事（船越小学校ほか１校）
●管理諸室空調更新（吉井南小学校ほか１校）　　      ●特別教室等空調整備（早岐小学校ほか２０校）
●針尾小学校校舎改築等事業（給排水設備等移設工事ほか）
●清水中学校校舎改築等事業（校舎解体工事ほか）
●屋内運動場空調整備（実施設計１１校）

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）

小学校施設整備事業・中学校施設整備事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）27ページ参照

【解決策】
●学校施設の健全化のため、老朽化対策・防災機能の強化対策を優先度や施設状況等から計画的に、また、
予防保全の視点をもって進めることにより、コストの平準化、安全・安心な教育環境の確保を実施していきま
す。

【効果】
●市立学校の施設や設備について、外壁改修などの大規模な改修工事による老朽化への対策や、施設設備
の更新・整備を適切に行うことにより、安全・安心な教育環境が確保でき、教育の充実に寄与しています。

原因
●優先度に基づき年次的に学校施設の老朽化対策の改修等を進めているものの、築年数が４０年以上経過し
ている校舎及び設備が増加しており、限られた財源内で一斉改修などの対応を実施することが困難な状況であ
ることから、事後的な対策を講じざるを得ない状況があります。
●地球沸騰化とも言われる現代において、熱中症などの対策を含めた対応が求められています。

解決策と効果
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　KPIの実績値 単位：%

●小中学校ともに基本的な取組を維持しながら検
証することとしていることから、大きな事業内容
の変更はありません。
●中学校については、子どものスポーツ活動機会
確保を目的とした部活動地域展開に向けた方針を
今年度中に定めることとしています。

●小学校については、現状を維持しつつ効果を丁
寧に検証していきます。
●中学校については、部活動の在り方が大きく変
わる可能性があるため、目標設定について検討し
ていく必要があります。

施策に対する総合評価
●小学校については、令和４年度から実施している「小学校体育学習サポーター事業」の事業効果は
高く、実施後のアンケートでは、運動のやり方やうまくなる方法を「知っている」と回答した割合が
４０％から６０％に増加しています。
●中学校については、中学校体育大会の在り方の見直しを行った結果、子どもたちの自発的な応援機
会が増加しました。また、国が推進する部活動改革及び地域展開へ向けた実証事業の成果をしっかり
検証していきます。

政策実現に向けた取組

令和８年度から実施（実施検討含む） 令和９年度以降実施・実施検討

●達成度、進捗はおおむね順調です。
●目標値では８８．８％としており、２％足りていない状況です。
●校種別では小学校においては目標値に達成しており、中学校においては女子の値が７７．３％と低
い状況が続いています。
●実績値としてはここ３年間横ばいとなっている状況ですが、事業の在り方を工夫しながら取り組み
経過を注視していく必要があります。

85.3 86.8 86.8 86.8 90.0

KPI算出式 全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果の本市結果
「運動（体を動かす遊びを含む）やスポーツは好きですか」の問いに対し、「好き」「やや好き」と回答した児童生徒の割合

KPI分析

令和9年度
目標値 実績値

点検・評価シート【施策】/令和７年度

施策名 学校教育の充実

KPI名 全国体力・運動能力調査結果（運動好き）

現状値
令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校保健課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

生涯にわたって運動に親しむ資質能力の基礎である「運動やスポーツが好き」という気持ちを子どもたちに持っ
てもらうための工夫や、教職員の指導力向上が課題となります。

●体育の授業の中で運動のコツやポイントをしっかりと教え、できないことができるようになる経験を増やすな
ど、誰もが「体を動かす楽しさ」や「できる喜び」を体感できるような授業に向けた工夫・改善を行いながら、その
効果を子どもたちが感じられるように取り組みます。
●この事業により、子どもたちの「できた」「わかった」が増えるとともに、教師の指導力向上につながるように継
続して取り組んでいきます。

原因
運動の好き嫌い、性別、障害の有無に関わらず、誰もが楽しめる授業づくりが求められているためです。

解決策と効果

取組実績・事業成果（令和７年度）
●小学校の体育授業に、専門的な指導力を持つ指導者を派遣して、子どもたちに直接的に関わりながら運動
のコツやポイントを教えるとともに、教職員の指導力向上を図りました。
●本事業の実施により、運動やスポーツが好きな子どもたちを増やし、運動習慣を推進することでKPI の向上
に貢献しました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国体力・運動能力調査結果（運動好き）

小学校体育推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）２８～２９ページ参照
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校保健課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●運動の楽しさを学び、体力の向上を図るとともに、生涯にわたって運動を続けていこうという気持ちを育むこと
に寄与する、中学校体育大会の開催の在り方についての見直しが必要です。
●部活動地域展開推進に向けて、まずは部活動の在り方の捉え直し、制度の構築、本市の状況に応じた地域
展開の方針を決定する必要があります。

●部活動地域展開を推進するため、現在、学校教育審議会に諮問し、協議を継続しています。令和８年度中に
４回の会議を開催し、答申をいただき、１２月をめどに本市の推進方針を定める予定としています。
●現在部活動に所属している生徒の活動を充実させるために、「合同部活動実施要項」を作成し令和８年４月
より運用を開始します。また、次のステップとして、令和９年度に在籍校に希望する部活動がない生徒が近隣校
の部活動に入部できる「拠点校型部活動実施要項」を作成し、活動機会の確保を目指します。

原因
●生徒減少により部活動運営が困難になっている状況が顕著になっているためです。
●国が推進する部活動改革及び地域展開の推進により、学校の部活動の在り方が見直されることになったた
めです。

解決策と効果

取組実績・事業成果（令和７年度）
●中学生が運動部活動の成果を競う体育大会を実施しました。また、課外活動の活性化を図るため、課外体
育活動等振興補助金並びに外部指導者の活用にかかる補助金を交付しました。本事業の実施により、運動や
スポーツが好きな子どもたちを増やし、今後の運動習慣を推進することで、KPI の向上に貢献しました。
●部活動地域展開に向けた３つの実証事業を行い、効果や課題を検証し、まずは休日の地域展開に向けた検
討を進めました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国体力・運動能力調査結果（運動好き）

中学校体育推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）30ページ参照
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校保健課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

生涯にわたって運動に親しむ資質能力の基礎である「運動やスポーツが好き」という気持ちを子どもたちに持っ
てもらうための授業改善や、教職員の指導力向上が課題となります。

よりニーズの高い研修を実施するため、各校種の体育研究部との連携を密にしながら、実施時期の検討や種
目の選択などを行い、継続して事業を展開していきます。

原因
運動の好き嫌い、性別、障害の有無に関わらず、誰もが楽しめる授業づくりが求められているためです。

解決策と効果

取組実績・事業成果（令和７年度）
●体育学習専門の講師を招き、学習指導の講習及び実技指導を行い、教職員の指導力の向上を図りました。
●子どもたちに直接的に関わりながら運動のコツやポイントを教える教師の指導力が向上することで、子どもた
ちに運動やスポーツの「楽しさ」や「できる喜び」を感じさせ、子どもたちの運動習慣を推進することでKPI の向上
に貢献しました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国体力・運動能力調査結果（運動好き）

学校体育実技指導研修事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）3１ページ参照
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　KPIの実績値 単位：％
令和9年度

目標値 実績値

点検・評価シート【施策】/令和７年度

施策名 学校教育の充実

KPI名 全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（自己肯定感）

現状値
令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

●令和７年度は目標８６．０％に対し、実績８８．１％と、達成度は１０２．４％となりました。目
標とする数値を超えることができたこととから進捗としては順調であると認識しています。
●自己肯定感の重要性については、学校教育審議会からも提言として示されたところであり、全ての
学校と目指す方向性を共有することができたことが一定の成果につながったものと分析しています。
●ＫＰＩ向上の阻害要素として考えられるのは、「児童生徒の称賛される機会の不足」「成功体験の
欠如」「他人との比較による劣等感」「ネガティブな思考」「家庭環境、トラウマ、コンプレック
ス」等であることから、約１２％の児童生徒の中にあるこれらの認識の改善を図ることが今後一層求
められます。

82.7 83.9 88.1 90.0

KPI算出式
全国学習状況調査児童生徒質問紙調査において「自分にはよいところがあると思います
か」の問いに「当てはまる」「どちらかといえば、当てはまる」と答えた児童生徒（小6、中
3）の割合

KPI分析

●佐世保市の学校教育の今後の指針を示した
「SASEBOみらい教育ビジョン」を策定します。
●校内教育支援センターを５校(小学校３校、中
学校２校)拡充し、計１５校に設置し、指導員も
３０名を配置することで、悩みを抱える生徒への
早期対応により速やかに解決を図ります。
●いのちかがやく講演会はアルカスSASEBOでの全
体講演会に加え、昨年度実施し好評の声が多かっ
た学校等への派遣型の講演会も継続開催し、児童
生徒の自己肯定感の向上に努めます。

●学びの多様化学校の設置については、不登校対
策はもとより、総合的に家庭を支援する複合型施
設等、利用者のニーズに応じた施設となるよう分
校、分教室型も含め検討をすすめます。
●「SASEBOみらい教育ビジョン」の具現化を図
り、様々な教育実践に子どもの声や子どもの思い
を取り入れることで、子どもたち一人ひとりが自
分の存在を有意義なものと実感できる教育を推進
していきます。

施策に対する総合評価
●「豊かな心を育む実践事業」を通じて、生命尊重や人生を輝かせる生き方に関する道徳性を涵養し
たことで、自己肯定感の向上に寄与しました。
●「体験学習・環境教育充実事業」の自然体験や環境についての学び、さらに生まれ育った故郷のよ
さにふれながら郷土愛を育むことで、自己肯定感の向上に努めました。
●「生徒指導充実事業」においては、スクールカウンセラーの配置・派遣、心の教室相談員の配置を
行いました。また令和７年度は校内教育支援センターを令和６年度に引き続き１０校に設置し、指導
員２０名を配置することで、悩みを抱える生徒への早期対応により速やかに解決を図り、自己肯定感
の維持に努めました。

政策実現に向けた取組

令和８年度から実施（実施検討含む） 令和９年度以降実施・実施検討
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●いのちかがやく強調月間だけで終わるのではなく、１年間を通して「特別の教科　道徳」の時間を中心に「教
育活動全体で生き方や命の大切さについて考えを深める学習の場を効果的に展開する必要があります。
●学校、家庭、地域がこれまで以上に連携をはかる必要があります。

【解決策】
●学校訪問における授業支援及び学校への市教委指導の際には、協働的な学びの充実に向けた授業改善を
通して児童生徒が多様な他者との関わりの中で、学びの充実を図るべく、共有理解を図ったうえで指導にあた
ります。
●学校運営協議会や学校支援会議等で、地域と学校の連携協働の体制を図りながら、学校教育活動全体を通
して、地域の人・もの・ことを活用し、体験活動の機会を増やします。
【効果】
●学校運営協議会の本来の目的である、共通の目的をもって、学校・家庭・地域がそれぞれで取り組むことが
共有化されることにより、体験活動や協働活動の充実など一体的な取組の充実が期待できます。
●「多様な他者と関わること」が教育課程に組み込まれ、継続的に実践されることで、子どもたちの非認知能力
の向上につながります。

原因
●現行の学習指導要領における「社会に開かれた教育課程」の実装に向けて、学校ごとに進捗の差が出てい
るのが現状です。
●学校運営協議会の在り方が、学校支援会議の時と同様に報告中心の学校も一部あることに原因がありま
す。

解決策と効果

取組実績・事業成果（令和７年度）
●「いのちかがやく強調月間」を設定し、いのちかがやく講演会をアルカスSASEBOで実施しました。（令和７年６
月２１日（土）講師:熊丸みつ子氏　約１,０００名の参加）
●各学校では、道徳の公開授業、校長によるいのちの講話等を実施し、児童生徒が、いのちの重みについて
考えました。
●今年度から市立小学校、中学校及び義務教育学校への派遣型講演会を開催し、児童生徒の自己肯定感の
向上を図りました。（小学校７校、中学校１１校、義務教育学校１校で実施。児童生徒数３,６４９名、保護者１２０
名、地域住民５４名）

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（自己肯定感）

豊かな心をはぐくむ実践事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）３2ページ参照
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●ふるさと歴史発見事業については、現在、本事業の成果物については「すこやかプラザ連絡通路」への掲示
を行っております。しかし、掲示スペースに限りがあるため、各学校から模造紙1枚程度の代表作品しか展示で
きていない状況にあります。その結果、多くの生徒が作成した多様な成果を十分に紹介できておらず、情報発
信が掲示のみの「一方向的なもの」に留まっていることが大きな課題です。
●動物を飼育している学校が少なくなっていることが課題です。

【解決策】
●従来の紙面掲示に加え、オンライン上で多くの学校の作品を閲覧できる環境整備についても検討していきま
す。
●コミュニティ・スクールを活用し、長期休業日や休日の飼育動物のお世話を地域の方に協力をいただくことも
一つの方法として検討します。
【効果】
●他校の学習成果を相互に閲覧・共有することで、自分の学校の枠を越えて佐世保市の史跡の素晴らしさを広
く再発見できます。また、「他者へ伝える」という明確な相手意識を持って学習に取り組むことで、まとめや表現
の工夫が生まれ、主体的かつ深い学びへとつながります。
●コミュニティスクールを活用することで、飼育担当者の過度の負担を軽減することができます。

原因
●一部の生徒の作品で一方向的なものになっている主な要因は、成果物の共有手法が「模造紙による紙面発
表」という従来の方法に限定されていることです。この形式では、物理的な展示スペースの制約がそのまま情報
量の限界となってしまい、全生徒が主体的・多角的に取り組んだ成果を広く共有するには至っておりません。
●飼育動物の高齢化に加え、夏の猛暑や鳥インフルエンザ対策、長期休業日の管理体制等で学校で動物を飼
育することが困難になっています。

解決策と効果

取組実績・事業成果（令和７年度）
●小学校４年生及び義務教育学校前期課程４年生を対象に、九十九島パールシーリゾートでの自然体験や環
境学習を実施し、九十九島に生息している生き物や環境について学習し、ふるさとにある素晴らし環境とそれを
守り続けていくことの大切さを学習しました。（今年度実績　１,８５０名）
●中学校１年生及び義務教育学校後期課程１年生を対象に、史談会や文化財課の専門講師による指導のも
と、ふるさと佐世保市の歴史遺産について調査・見学を実施し、郷土に対する理解や愛情を深めました。学習
後は成果物として模造紙にまとめ、すこやかプラザ連絡通路に掲載し、市民の方に発信することができました。
（今年度実績　１,９７６名）
●学校飼育動物講習会では、飼育委員会を中心とした高学年を対象に実施し、飼育方法について獣医師等専
門的な方から学ぶことができました。（今年度実績　２０校２９４名）
●小学校低学年を対象とした動物教室では、飼育動物のふれあい方や飼育方法、動物愛護センターの仕事に
ついて学びました。（今年度実績　２５校　８５９名）

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（自己肯定感）

体験学習・環境教育充実事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）３３ページ参照
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●小学校の不登校傾向の児童数の増加が続いています。
●生徒指導上の問題に対して学校だけでの解決が困難なケースも多くあります。
●いじめや不登校等を単に児童生徒の心の問題とせず、教職員や保護者を支援していく体制整備が必要で
す。また、本市子ども未来部、長崎県の佐世保子ども・女性・障害者支援センター、警察や医療機関等などの関
係機関との情報連携及び行動連携が重要となります。

●本市子ども未来部、長崎県の佐世保子ども・女性・障害者支援センター、警察、医療機関等多くの関係機関
と連携を図るとともに、スクールカウンセラやスクールソーシャルワーカー等の専門相談員の派遣を効果的に活
用します。
●既存事業の「心の教室相談員」や「教育相談員派遣事業」の充実、及び令和６年度に新設した「校内教育支
援センター」や令和７年度に開設した「夜間学級（夜間中学）」の効果的な活用を図るとともに、「学びの多様化
学校（いわゆる不登校特例校）」の設置を研究し、誰一人取り残さない学びの保障を実現するための教育環境
の充実を図ります。

原因
●子どもの個性や家族形態の変容、保護者の教育に関する考えの多様化など、多くの要因があり、教職員、児
童生徒、保護者だけでの解決が困難なことがあります。
●家庭・地域・交友関係などの環境の課題から、虐待やヤングケアラー、問題行動等につながることがありま
す。

解決策と効果

取組実績・事業成果（令和７年度）
●校内教育支援センター事業、心の教室相談員事業、教育相談員派遣事業等により、専門相談員や支援員が
児童生徒の悩みや不安の解消に努め、調査結果において中学校の不登校数が微減となるなど一定の効果が
ありました。
●いじめや不登校、虐待など、様々な課題を抱える児童生徒やその家庭について、各種機関と連携し、改善を
図るとともに、令和７年度に新設した夜間学級の活用推進を行うことで、より多くの生徒の支援を充実しました。
●令和７年度開級しました夜間学級では、学齢経過者と学齢期の不登校・不登校傾向の生徒が共に学ぶ中
で、学齢生徒が在籍校に通えるようになるなどの成果を得ることができました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（自己肯定感）

生徒指導充実事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）３４ページ参照
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●児童生徒の人権意識の向上を図り、社会情勢の諸課題（いじめ、不登校、非行等）に対応できる態度の育成
が求められています。
●各学校の実態や子どもの発達段階に応じた人権教育を推進していますが、学校での問題行動が多様化・複
雑化しており、一度の啓発で効果が出るというものではないため、知識の習得にとどめず、子どもたち一人一人
が差別や偏見を受けた人々の苦しみや悲しみ等を感じる人権教育の継続的な取組が必要となります。

●児童生徒の人権意識の向上を図り、社会情勢の諸課題（いじめ、不登校、非行等）に対応できる態度を育成
するために、学校で人権問題に関する講師の招聘が積極的に取り組めるように、人材バンクや人権問題に関
する教材の紹介を行います。
●児童生徒の実践的態度の育成のため他機関と連携し、家庭や地域、学校と連携・協働を図ります。

原因
●不登校、問題行動等の増加は未だ深刻な状況であり、インターネット（ＳＮＳ）上のいじめや誹謗中傷などの
人権侵害も発生しています。そのため、発達段階に応じた人権尊重の意識を高め、偏見や差別のない社会づく
りに取り組む実践力を身に付けさせることが重要です。身近な問題を取り上げて真剣に考え、解決を図っていく
など、人権教育の一層の充実を図り、子どもたち自らの実践的態度を育成する必要があります。

解決策と効果

取組実績・事業成果（令和７年度）
●講演会や研究大会等の実施により、教職員及び保護者（市民）の人権意識の高揚を図り、研究・研修等の充
実を図りました。
●令和７年度は第４２回佐世保市人権教育研究大会を開催しました。「居場所づくり」「人権教育の授業づくり」
２つの分科会を設定し、実践発表・協議を行いました。人権教育についての理解が深まる一助となりました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（自己肯定感）

人権教育推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）35ページ参照
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施策 学校教育の充実 KPI

課名 青少年教育センター 事務事業名

Do

Check

Check

Action

●本市において不登校児童生徒に対する支援は急務であり、「誰一人取り残さない教育」を実現するためにも
充実した支援体制が必要です。
●各学校の早期対応やあすなろ教室（教育支援教室）や支援機関等との連携、不登校児童生徒の居場所づく
りや、安心して学べる場・環境の提供、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、心の教室相談員
等の効果的な活用など、さらなる対策が必要です。

●学校に足が向かない児童生徒に適切に対応するために、各学校の早期対応やあすなろ教室（教育支援教
室）や支援機関等との連携、安心して学べる場・環境の提供が必要であり、各中学校単位でのスクールソー
シャルワーカーの常時配置や、あすなろ教室への専門カウンセラーとスーパーバイザーの配置、あすなろ教室
の分教室を市内数か所に常時設置できるよう検討を進めます。
●学校や家庭、関係機関から連携して児童生徒に寄り添い社会的自立に向けた支援を継続的に行うことが重
要であり、課題や困り感を抱える子どもや家庭に対して、教育・福祉の両面にわたり、一体化した継続的かつ伴
走型の支援・対応を実現していくことが必要です。そのためには、福祉部門と一体となった相談窓口や支援体
制が必要であり、構築に向けて、関係機関としての整理、検討を進めます。

原因
●不登校等の要因は多様化・複雑化しており、支援形態も柔軟な体制が必要になっています。
●不登校児童生徒の背景には、生活困窮や保護者が抱える問題等の影響もあります。

解決策と効果

取組実績・事業成果（令和７年度）
●不登校等の相談窓口担当として３名の教育相談員を配置し、１８６件の相談に対応しました。
●市内小中学校の児童生徒の家庭等環境改善に働きかけるスクールソーシャルワーカー９名を配置し、１２，５
３１件対応を行いました。
●あすなろ教室については２０３回開設しました。また各地区コミセン等でサテライトあすなろ教室を２７３回開設
し、１５１名の児童生徒がのべ４，２３５回通級しました。
●自宅に閉じこもりがちな児童生徒に関わるメンタルフレンドについては、９名の児童生徒に対し３７回の派遣
を行いました。

課題

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（自己肯定感）

教育相談活動事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）36・37ページ参照
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 ３　施策２（豊かな心を育むまちづくり）

　KPIの実績値 単位：人
令和9年度

目標値 実績値

点検・評価シート【施策】/令和７年度

施策名 豊かな心を育むまちづくり

KPI名 地域学校協働活動等に携わった大人の人数

現状値
令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

●コミュニティ・スクール（ＣＳ）・地域学校協働活動は、教育大綱の中に「持続可能な社会の実現
に向けた推進施策」として位置付け、令和７年度は「地域学校協働本部」１６地区２２校、「放課後
子ども教室」２４教室、「地域未来塾」３地区４校で実施し、学校・地域の連携については一定進捗
しています。
●KPIについては、協働本部の活動人数はＣＳ設置校増に伴って増加しているものの、子ども教室・
未来塾はコロナ禍前（平成３０年度）の半数にとどまり、担い手の裾野を拡大できていません。
●社会背景の変化、価値観の複雑多様化等により、ＰＴＡ加入者、家庭教育関係講座等への参加者数
は減少傾向となっています。

10,692 16,365 21,592 19,620 30,000

KPI算出式 地域学校協働活動及び家庭教育推進事業に携わった大人の人数

KPI分析

●新規の参画者掘り起こしのため、現在のコアメ
ンバーと目的を明確に共有したうえで、スポット
ボランティアを受入れる仕組みや、ボランティア
人材養成の体制強化に向けた取組を検討します。
●家庭での読書活動を推進について、社会教育委
員の会で「子ども読書活動の推進」について重点
的にとりあげ、家庭教育の重要性を踏まえた新し
いアプローチを図ります。

人とのつながりを大切にする「学びの地域社会の
実現」（教育大綱）、そのための「社会の形成者
の育成」（教基法１）を目指し、地域の子どもと
大人の「ナナメのつながり」づくりを使命に位置
付け、関係者と丁寧に議論しながら、各種事業の
強化や再構築を図ります。

施策に対する総合評価
●ＣＳ設置校の増加に伴って、活動主体（地域学校協働本部）は増加しました。
　＜１３地区１９校 → １６地区２２校＞
●ＣＳマイスターの講演等により、ＣＳを推進していこうとする関係者の意識が向上しました。

政策実現に向けた取組

令和８年度から実施（実施検討含む） 令和９年度以降実施・実施検討
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施策 豊かな心を育むまちづくり KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

地域学校協働活動等に携わった大人の人数

地域学校協働推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）40ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●コミュニティ・スクール（ＣＳ）設置校の増加に伴って、活動主体（協働本部）は増加しました。
　＜１３地区１９校 → １６地区２２校＞
●設置校・設置希望校の地域に対してＣＳマイスターの講演や研修会（全１１回）を行ったことにより、子どもの
成長を支える仕組みとしてのＣＳを知ることで、自分たちの地域と学校に合ったＣＳを推進していこうとする関係
者の意識が向上していく手ごたえをつかむことができました。
　＜学校関係者１５４名　地域・保護者２５１名　参加者の事業促進意欲３．６１（最高値４）＞

課題
●協働本部の活動人数はＣＳ設置校増加に伴って増加していますが、子ども教室・未来塾はコロナ禍前（平成
３０年度）の半数にとどまっています。
●担い手（支援員やサポーター等の運営に携わる参画者）の顔ぶれは後継者不在のため固定化し、新たな参
画者の裾野の広がりに欠ける状況と言えます。また、担い手の高齢化によって従来活動の維持が難しくなって
きています。
●運営の持続性を高めるべく、地域のキーパーソンや能動的な参画者を増やしていくため、まずは参画の裾野
を広げていくための「仕組み」と「雰囲気」づくりが必要です。

【解決策】
新規の参画者掘り起こしのため、あらためて現在のコアメンバーと目的を明確に共有したうえで、スポットボラン
ティアを受入れる仕組みや、ボランティア人材養成の体制強化に向けて取組みます。また、市教委（伴走支援
者）としてのスキルアップ・再構築を図ります。

【効果】
●新規参画者の掘り起こし、コアメンバーの育成と参画者の裾野拡大
●伴走支援体制の強化、持続可能な予算制度の構築
●目的意識や必要性認識の醸成や向上、当事者意識の醸成

原因
●ＣＳ及び地域学校協働活動の目的、目標について、学校・地域・家庭が充分に共有（目線合わせが）できてい
ないことが考えられます。
●現在のキーパーソン（放課後子ども教室等の企画運営を担うコアメンバー）の経験年数が長く、既存事業の
見直しができていないことも後継者不在の要因と考えられます。
●参画者の裾野が広がらない要因の一つに、活動内容や関与者の顔が「わからない」、活動が「大変そう」「毎
回行けない」というハードルの高さ、「自分が参加していいのか」という不安等の心理的な参加障壁が考えられ
ます。

解決策と効果
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施策 豊かな心を育むまちづくり KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

地域学校協働活動等に携わった大人の人数

家庭教育推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）41ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●「子育て講座」「家庭教育講座」については市内の全小・中・義務教育学校を対象に実施しました。
●社会背景の変化、価値観の複雑多様化等により、PTA加入者、家庭教育関係講座等への参加者数は減少
傾向となっています。

課題
●社会が複雑に多様化する中、家庭環境も大きく変化し、ＰＴＡの目的や必要性が問われています。
●パソコンやスマートフォンなどの普及に伴い、進化・拡大し続けるメディア利用について、上手な付き合い方を
学び、理解を深めてもらうため、今後も各種講座等を実施し、学校や家庭の教育力の向上に取り組んでいく必
要があります。

【解決策】
家庭での読書活動を推進について、社会教育委員の会で「子ども読書活動の推進」について重点的にとりあ
げ、家庭教育の重要性を踏まえた新しいアプローチを図ります。

【効果】
次期子ども読書プランのブラッシュアップ

原因
共働きの核家族の増加、価値観の多様化、無関心化による地域関係の希薄化、少子化等の社会構造の変化、
遊び場や体験機会の減少、孤立や貧困、学校教員の負担増加や成り手不足等、予測が困難で変化の激しい
不確実な時代を迎え、子どもを取り巻く環境が大きく変化する中で、家庭教育の重要性が大きくなっています。

解決策と効果
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　KPIの実績値 単位：人
令和9年度

目標値 実績値

点検・評価シート【施策】/令和７年度

施策名 豊かな心を育むまちづくり

KPI名 健全育成事業への参加者数

現状値
令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

●各中学校区の青少年健全育成団体、並びに地区自治協議会の健全育成事業の参加者数は増加傾向に
あります。青少年健全育成団体への活動助成、少年の主張大会などの周知・啓発活動を展開していま
すが、地域の子どもは地域で育てるという住民意識を向上させ、活動を担う次世代の人材育成が求め
られます。
●委嘱補導委員の高齢化による後継者不足、巡回しても子どもに会う機会が減っていることから従事
者数は減少傾向にあります。
●徳育推進事業は、徳育推進のまちづくり宣言（平成２４年４月）から１４年を経過し、市民運動と
して持続的に広がっていくことが求められます。

13,376 15,447 17,025 21,518 18,000

KPI算出式
青少年健全育成事業、徳育推進フォーラムの参加者数＋徳育標語コンクール応募者数＋補導従事
委員の延べ人数

KPI分析

●市青少年育成連盟と連携し、負担感軽減など取
組みの持続化の視点で、目的と照らし合わせなが
ら各種事業の精選化・見直しを図ります。
●地区補導委員連絡協議会との協議を進め、委嘱
補導委員の役割や活動について、類似の他団体と
の役割の整理を行います。
●徳育推進事業のあり方として、目的である日常
的な市民行動へ持続的に展開できるよう見直しの
検討を進めます。

「徳育推進まちづくり」とは、社会教育をまんな
かにおいたまちづくりである、との視点で佐世保
徳育推進会議の１５周年である令和９年度に向
け、会議のあり方を含めて見直しの検討を進めま
す。

施策に対する総合評価
●青少年の健全育成に関する周知・啓発活動、育成団体との連携や支援により、各地域に根差した健
全育成活動の推進に寄与しました。
●有害図書類の廃棄・回収件数は減少傾向にあることから、白ポストの投函口を令和８年２月末に閉
鎖し、市が設置していた６か所の白ポストを同年３月に撤去しました。
●佐世保徳育推進会議と連携した広報啓発等、市Ｐ連と共催による対話形式（インタビューダイアロ
グ）フォーラムにより、豊かな心を育む機運醸成を図りました。

政策実現に向けた取組

令和８年度から実施（実施検討含む） 令和９年度以降実施・実施検討
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施策 豊かな心を育むまちづくり KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

健全育成事業への参加者数

青少年教育事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）42ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●青少年育成連盟と連携した青少年の健全育成に関する周知・啓発活動、全２６健全育成育成団体（自治協
議会・青少年部会等）に対する財政支援等により、各地域に根差した健全育成活動の推進に寄与しました。
●健全育成事業への参加者数は、自治協への交付金（地コミ交付金）で健全育成に係る事業を実施していると
ころもあり、コロナの５類移行後、地域全体では回復傾向にあるものの、コロナ禍前の６割程度にとどまっていま
す。

課題
●地域の子どもは地域で育てるという住民意識を向上させ、活動を担う次世代の人材育成が求められます。
●参加者の負担感を軽減するために各種事業の精選化を図る必要があります。

【解決策】
青少年育成連盟と連携し、引き続き各地域の健全育成活動を推進することとあわせて、コアメンバーの負担感
軽減など取組の持続化の視点で、目的と照らし合わせながら各種事業の精選化・見直しを図ります。

【効果】
●コアメンバーの負担軽減に寄与します。
●健全育成活動の持続化を可能とします。

原因
●青少年健全育成活動の世代交代が進んでいない要因として、現在のコアメンバーによる既存事業の見直し
ができていないこと、活動内容等が見えない、大変そう、自分が参加していいのか不安等の心理障壁があると
考えられます。
●ここ数年で会議や研修会等の精選化を図っていますが、今後も関係者との熟議の元、さらなる整理統合をす
すめていきます。

解決策と効果
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施策 豊かな心を育むまちづくり KPI

課名 青少年教育センター 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

健全育成事業への参加者数

青少年非行防止推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）43・44ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●補導担当職員や委嘱補導委員の巡回による児童生徒への声掛けを１，２７０件行いました。
●市内１６か所の白ポストにより３，４８８件の有害図書類の回収を行いました。
●コンビニエンスストアや書店等、１８７店舗への立入調査を実施し、有害玩具及び図書類の区分陳列の確認
や依頼を行いました。
●上記の取組を通じて青少年の非行や未然防止に寄与するとともに青少年にとって有害となる環境を浄化しま
した。

課題
●委嘱補導委員は、定員割れが続いています。また、補導活動を実施しても、子ども自体を見かけないという
報告も多くなっています。
●白ポストは、年々回収件数が減少しており、かつ有害図書類等のみならず有害でない図書・ごみも多数投棄
されるなど、公費を使って維持・回収し続ける必要性は薄れています。
●闇バイトに中学生が関わる事件が発生するなど、インターネット（SNS）などを介した、子どもが被害者あるい
は加害者となる事件・事故が増加しています。

●現状に沿った委嘱補導委員の役割や活動について、地区補導委員連絡協議会との協議、検討を進めるとと
もに、類似の他団体との役割の整理を行い、子どもが事件・事故に巻き込まれないように、学校・家庭・警察・地
域ボランティア・関係機関等と連携して見守っていく体制の構築を検討します。
●コンビニエンスストア・書店・携帯電話販売店等への立入調査・指導により青少年にとって好ましい環境づくり
に努めていきます。
●有害図書類の廃棄・回収については、これを回収する白ポストの投函口を令和８年２月末に閉鎖し、市が設
置していた６か所の白ポストを同年３月に撤去しています。残る県設置の１０か所のポストについては、閉鎖後
の状況を見極めたうえで、閉鎖に伴う悪影響がないと判断できれば設置者と撤去に向けた協議を行います。
●ネットパトロールやメディア安全指導、携帯電話会社等への立入調査などを実施し、青少年がインターネット
（SNS）などを介した加害者や被害者となることがないよう、ネット上での見守り活動やメディアとの適切な関わり
方等の啓発活動に努めます。

原因
●委嘱補導委員の後継者が不足しており、高齢化が見られます。
●補導活動を実施しても子ども自体を見かけないという報告が多いということは、子どもが出歩いていないとい
うことが考えられます。
●有害図書類回収件数は減少傾向にあることから、図書類が減少したか購入者自身で廃棄されることが増え
たと考えられます。
●インターネット上の有害情報の氾濫、店頭で販売されている有害図書など、子どもの身近にその健全育成を
阻む要因が多数存在しています。

解決策と効果
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施策 豊かな心を育むまちづくり KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

健全育成事業への参加者数

徳育推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）45ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
佐世保徳育推進会議と連携した広報啓発等、市P連と共催による対話形式（インタビューダイアログ）フォーラム
により、豊かな心を育む機運醸成を図りました。
　・まちなか徳育標語コンクール… 応募数 １，１９９人（対前年３１８人減も過去２番目の多さ）
　・徳育推進フォーラムの開催… 参加者 １３７人
　　（従来の講演方式から変更したことにより参加者数は減少したものの、内容は好評でした）

課題
徳育推進事業は、徳育推進のまちづくり宣言（平成２４年４月）から１４年を経過していますが、市民運動として
広がっているとまでは言い難い状況です。

【解決策】
●事業のあり方として、佐世保徳育推進会議への支援を中心としたものから、目的である日常的な市民行動へ
持続的に展開できるよう、広く浸透を図っていくものに転換していく必要があります。
●「徳育推進まちづくり」とは、社会教育をまんなかにおいたまちづくりである、との視点で佐世保徳育推進会議
の１５周年である令和９年度に向け、会議のあり方を含めて見直しの検討を進めます。

【効果】
目的である日常的な市民行動への展開に寄与します

原因
●佐世保徳育推進会議と、目的・ビジョンの共有が不十分です。
●佐世保徳育推進会議のコアメンバーが高齢化、固定化しています。

解決策と効果
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 ４　施策３（生涯学習の充実）

　KPIの実績値 単位：人
令和9年度

目標値 実績値

点検・評価シート【施策】/令和７年度

施策名 生涯学習の充実

KPI名 生涯学習事業への参加者数

現状値
令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

●旧英語シャワー事業は平成２９年度から一定の浸透定着が図られ、ＳＮＳフォロワー数は前年度か
ら５８８人増加するなど、文化を介した体験機会を提供することができました。
●福井洞窟ミュージアムは、特別史跡指定記念関連の各種企画展や講座及びワークショップにより、
来館者数は対前年で１５．６％増の１８，００９人となりました。
●町内会や地区自治協（地域運営組織）の活動参加者について、町内会向けのまちづくり促進事業並
びに、地区自治協の生涯学習推進交付金事業の参加者数は対前年で若干減少（１０，７６０人の減）
しているものの、目標値は達成できており、全体として生涯学習機会を維持できていると考えます。

133,504 190,858 206,522 200,117 150,000

KPI算出式
生涯学習推進事業、地区自治協対象事業、英語シャワー事業の参加者数＋福井洞窟ミュージアム等
文化財関連施設への来訪者数

KPI分析

●グローバル人材育成像を目指し、第一に「郷土
愛」をベースに、「異文化理解」「語学力」等に
効果的にアプローチする組織横断的な施策とする
ため、PT関係部局の関連既存事業の可視化、整理
を図っていきます。
●令和８年度中に認定される「佐世保市文化財保
存活用地域計画」に基づき、本市文化財の保存及
び活用において市民との協働を促進する機会を創
出します。
●本年度より供用開始する「させぼ立神近代化歴
史公園」において、日本遺産鎮守府の歴史や構成
文化財の情報を発信することにより、郷土愛の醸
成や学習機会の確保、周遊観光の促進を図りま
す。

●グローバル教育関連施策体制の整理
●地域運営組織向けの支援体制の再構築

施策に対する総合評価
●旧英語シャワー事業の実施により、文化を介した体験機会を提供することとあわせて、日常的なま
ちの魅力や郷土愛を切り口としたグローバル人材育成を強化すべく、より広く体験機会が得られる佐
世保ならではの生涯学習環境が標準装備できるよう、SaseboExpo等の事業について新年度に向けた再
構築を行いました。
●福井洞窟が特別史跡に指定されたことを契機として、その価値や意義を一層啓発し、市民の学習意
欲の喚起とシビックプライドの醸成に結び付けることが必要です。
●地域運営組織向けの補助交付金は、生涯学習の推進による地域コミュニティ活性化を目的として、
特に小規模な地区では住民の特別な交流機会を設けることができていますが、一方で「生涯学習の一
環としてのまちづくり活動」の定義があいまいなことから定例的な町内清掃等に充てられている事例
も多くみられます。

政策実現に向けた取組

令和８年度から実施（実施検討含む） 令和９年度以降実施・実施検討
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習事業への参加者数

グローバル教育推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）50ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●従来の英語シャワー事業の実施により、文化を介した体験機会を提供することができました。
●あわせて、日常的なまちの魅力や郷土愛を切り口としたグローバル人材育成を強化すべく、より広く体験機
会が得られる佐世保ならではの生涯学習環境が標準装備できるよう、SaseboExpo等の事業について新年度に
向けた再構築を行いました。

課題
旧英語シャワー事業は、平成２９年度から佐世保の英語文化に触れる実践機会として一定の浸透定着が図ら
れてきましたが、特に文化交流体験型イベント「SaseboExpo」は年２回の単発で参加市民が限られること、また
広告宣伝事業「SaseboEチャンネル」は運営者から事業継続が困難な旨の申し出があり、事業や実施体制を見
直す必要があります。

【解決策】
グローバル人材育成像を目指し、第一に「郷土愛」をベースに、「異文化理解」「語学力」等に効果的にアプロー
チする組織横断的な施策とするため、PT関係部局の関連既存事業の可視化、整理を図っていきます。

【効果】
組織横断の連続プログラムとして、より効果的な施策に再構築

原因
市長レビューにおいて「グローバル教育の推進」の取組みを庁内横断的に見直すよう指示がなされており、PT
で設定した人材育成像「お互いの文化を尊重し、豊かな語学力をもって主体的に世界にチャレンジできる人材」
育成プログラムの整理が求められています。

解決策と効果

43



施策 生涯学習の充実 KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習事業への参加者数

生涯学習推進事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）48ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●生涯学習関連情報や学習機会の提供充実を図るため、関係職員等の研修、まちづくり出前講座、ボランティ
ア講師派遣等を行いましたが、生涯学習ボランティア講師派遣事業については、開催件数、参加者ともに前年
比５割程度にとどまりました。
●子ども読書活動の推進については、保護者・児童生徒に対し、eduポータル等を活用したアンケートを実施分
析し、読書離れの要因や子ども読書を取り巻く全体的な傾向（大半が読書の重要性を認識する一方、読書活動
につながっていない実態）を把握することができました。また、読書活動の推進のための家読講演会を市PTA研
修会と合同で実施しました。

課題
小中学生ともに不読率（平日に学校以外で全く本を読まない割合）は悪化し、県平均をも下回っている中、詳細
な現状や読書離れの要因をつかむことができていません。

【解決策】
●まちづくり出前講座や生涯学習ボランティア講師派遣事業については、旧英語シャワー事業のEnglish出前プ
ログラム及びEnglishステーションを統合し、「多様なスキルやネットワークを持つ市民等」を新たに講師として登
録することで、メニューの質と利用者数の双方を底上げを図ります。
●読書のアンケート結果（重要性は認識されているが読書活動につながっていない）を踏まえ、家庭・学校・図
書館等の関係各所と連携し、子ども読書の「魅力」や「楽しさ」に焦点をあてた周知啓発を強化します。
●家庭での読書活動を推進について、社会教育委員の会で「子ども読書活動の推進」について重点的にとりあ
げ、家庭教育の重要性を踏まえた新しいアプローチを図ります。

【効果】
●生涯学習ボランティア講師派遣事業の魅力度向上
●家庭における子ども読書活動の推進
●次期子ども読書プランのブラッシュアップ

原因
●読書活動を推進する関係機関（学校、幼保、図書館、コミセンなど）の目線合わせが不十分（不明確）な状況
です。
●読書ボランティア活動の内容や魅力が認知されていません（周知不足）。
●読書に関心の薄い若い親世代の意識を向上させる手だてが不足しています。

解決策と効果
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習事業への参加者数

生涯学習支援事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）49ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●まちづくり促進事業補助金（町内会向け）は年々予算獲得が難しくなっている中、申請団体が多数となり予算
額を超える場合は、その額に応じて全申請分を均等割合で減額し、予算の範囲内で最大限に補助交付できる
よう補助要綱を見直しました。
●生涯学習推進交付金（自治協向け）は従来どおり、全２７地区に対して生涯学習活動の支援を行いました。

課題
町内会や自治協（地域運営組織）向けの補助交付金は、生涯学習の推進による地域コミュニティ活性化を目的
として、特に小規模な地区では住民の特別な交流機会を設けることができていますが、一方で「生涯学習の一
環としてのまちづくり活動」の定義があいまいなことから、定例の町内清掃等に充てられている事例も多くみら
れます。

【解決策】
地域運営組織向けの補助制度は、より効果的な地域活性化支援のあり方について、コミュニティ協働推進課
（地域予算制度の所管）等と協議しつつ見直しを検討します。

【効果】
より効果的な地域活性化支援態勢の構築を図ることができます。

原因
まちづくり促進事業補助金（町内会向け）は開始後２０年以上を経過し、補助制度のあり方の見直し時期にきて
います。

解決策と効果
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 文化財課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習事業への参加者数

文化財の調査・保護・活用事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）51ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●文化財の普及啓発事業である「郷土史体験講座」は、「市内洞窟遺跡ツアー」や「古代技術体験会」などの講
座を年間４回開催し、延べ３３１人の参加があり、目標を達成しました。
●立神広場整備活用事業は、土壌汚染対策を取りつつガイダンス施設や公園等の工事を進めています。
●うつわ歴史館への来館者は延べ３，６６８人、無窮洞の見学者は１６，１９５人であり、合計で前年度と比較し
て約９％増加しました。

課題
●文化財の保護活用において、人々の生活や風土との関わりにおいて生み出され、現在まで守り伝えられたき
た地域の貴重な文化財が失われつつあります。
●文化財として取り扱われる範囲が広がり、保護対象となる文化財が増加しているほか、民間開発に伴う埋蔵
文化財の調査件数も増加するなど業務が拡大しており、業務の見直しや人員の確保等の課題があります。

【解決策】
●若年層が参加し易い郷土史体験講座の開催やゆるキャラ（福井洞窟の「ゆるキャラ」は、令和７年度に選定さ
れています）など、子どもたちが文化財に興味関心を持てるような取組の実施を検討し、地域の文化財を適切
に継承する為に必要な手だてを講じていきます。
●「佐世保市文化財保存活用地域計画」の策定により、本市文化財の全体的な状況を把握し計画的な事業の
実施により事務の平準化を図ります。（令和７年度に策定が終了し、令和８年度文化庁提出）

【効果】
●若年層の文化財に対する興味関心を高め、文化財保護意識の向上を図り、次世代へ継承していくことで、郷
土に対する誇りと愛着心を育んでまいります。
●計画的な事業の実施により業務の効率的な推進が可能となります。

原因
●急激な少子高齢化・過疎化などの社会変化により、若年層を中心に地域の担い手が不足しています。
●近代化遺産など文化財として取り扱われる範囲が広がっています。

解決策と効果
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 文化財課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習事業への参加者数

世界遺産保存整備事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）52ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●重要文化的景観「佐世保市黒島の文化的景観」の重要な構成要素のうち、「名切集落」の価値の解説や周遊
を目的とするための集落周遊サインを設置しました。
●世界文化遺産「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構成資産「黒島の集落」のシンボルである黒
島天主堂への令和７年度の訪問者は、３，８６３人であり前年度より１４％増加しています。

課題
●世界文化遺産「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構成資産である「黒島の集落」の世界遺産と
しての価値の保全と効果的な活用のバランスが課題です。
●世界遺産登録に伴う観光客の増加は、地域活性化に繋がる要素である一方、環境の悪化や住民との摩擦も
懸念されます。

【解決策】
●世界文化遺産としての価値を保全しつつ効果的に活用していくため、これまで取り組んできた黒島の文化的
景観に関する調査や修景事業に関する補助事業等の継続、黒島の世界遺産としての周知啓発を実施していき
ます。

【効果】
●保全と活用のバランスをとりながら地域の活性化を図ることで、世界遺産としての価値を広く市民に理解して
いただくことで、保護意識の醸成につながります。

原因
●平成３０年７月に「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」として世界文化遺産に登録され、文化的景
観、黒島天主堂を保存活用するため、各種調査や作業に取り組んでいますが、まだ十分な成果が得られていま
せん。

解決策と効果
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 文化財課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習事業への参加者数

福井洞窟整備・発掘事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）53ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●福井洞窟が旧石器時代としては初めて国の特別史跡に指定された記念事業として、本市初開催となる文化
庁主催の「発掘された日本列島」展の誘致、「洞窟王国佐世保」展や指定記念式典を開催しました。この事業実
施により、県内外から多くの皆さまをお迎えし、福井洞窟をはじめとした市内洞窟遺跡の魅力をアピールするこ
とができました。
●福井洞窟の現地への令和７年度の来訪者は７，５７７人で、特別史跡に指定されたこともあり令和６年度より
約７％増加しています。
●令和５年度末に「福井洞窟保存活用計画」を策定し、同計画をもとに事業を推進しています。

課題
●特別史跡福井洞窟をはじめ洞窟遺跡群について、その価値や意義について広く周知啓発することが課題で
す。
●過去に福井洞窟から出土した資料のうち、市外に分散保管されている資料について、移管及び長期借用し
本市への集約するという課題があります。

【解決策】
●洞窟遺跡総合調査保存活用事業を令和８年度から新規事業とすることで、広く市内外に福井洞窟をはじめ
市内の洞窟遺跡の周知啓発を図ります。
●過去の出土資料を保管している大学等との連携を強化し、移管等に向けた取組を推進します。

【効果】
●福井洞窟の特別史跡指定を契機として、市内に多数ある洞窟遺跡を活かしたフィールドミュージアムにより
「洞窟遺跡日本一」を広くアピールできます。

原因
●特別史跡に指定されましたが、その価値や意義について十分に理解されていません。
●過去に福井洞窟の発掘調査を実施した大学等が、調査研究のため出土品をそれぞれ保管しています。

解決策と効果
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 文化財課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習事業への参加者数

針尾送信所保存整備事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）54ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●針尾送信所の維持管理や見学環境の向上を図ることで、本市の文化振興や地域振興に貢献することができ
ました。
●令和７年度の針尾送信所の来訪者数は４１，４３２人で、令和６年度より約８％増加しています。

課題
●平成２８年度に鎮守府のストーリーが日本遺産に認定され、針尾送信所等の近代化遺産に注目が集まって
おり、一定数の見学者もいるため、良好な見学環境の維持整備という課題があります。
●令和６年度に実施した来場者アンケート結果において、WEBでの周知不足という課題があげられています。
●現在行っている保存調査の結果により、今後の施設整備の計画を検討していくという課題があります。

【解決策】
●来訪者へのガイドや環境整備に対する業務を、地元の住民で組織された団体へ継続して委託することで、見
学環境の整備を図って行きます。
●令和８年度に針尾送信所の情報を伝える専用のホームページの開設を予定しています。
●調査結果に基づいた修理計画及び展示計画を含む基本構想を令和８年度に策定を予定しています。

【効果】
●針尾送信所を通じて本市の近代化遺産に対する理解を深めてもらい、文化財を良好に保存・活用し次世代
に継承することができます。

原因
●見学者の増加に伴う見学環境の対応が不足しています。
●針尾送信所の単独ホームページが無いなどWEBでの情報発信が十分にできていません。
（令和８年度まで、保存修理工事に関する調査を実施する予定です。）

解決策と効果
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 文化財課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習事業への参加者数

文化財展示施設等管理運営事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）55ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●福井洞窟ミュージアムでは、「特別史跡指定記念式典」や「市内洞窟遺跡ツアー」、企画展や講座及びワーク
ショップを開催し、令和７年度は１８，００９人が来館し前年度よりも約１６％増加しています。
●世知原地区炭鉱資料館には１，０７１人、宇久島資料館には、１０７人が来館しました。合計来館者数は前年
度よりも約４％減少しました。

課題
●本市文化財行政並びに本市公共施設の適正配置を目的とした再編を推進するうえで、分散した展示収蔵施
設の集約という課題があります。

【解決策】
●老朽化がみられる展示施設については、各館の近隣にある本市施設への複合化を含め、資料の展示、収
蔵、管理の在り方を具体的に検討します。

【効果】
●複合化や集約を行うことで、見学環境の向上と文化財の管理等についての効率化が図られます。

原因
●市町村合併により、旧町で展示収蔵していた施設が点在している状況で、その多くは老朽化しているためで
す。

解決策と効果
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　KPIの実績値 単位：人
令和9年度

目標値 実績値

点検・評価シート【施策】/令和７年度

施策名 生涯学習の充実

KPI名 生涯学習拠点施設の利用者数

現状値
令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

●コミュニティセンター利用者数は、自治協や町内会における各種利用の参加者数が増加しているほ
か、社会教育目的外での利用や、利用料金見直し（営利の場合、従来は通常料金の２０倍→Ｒ７から
３倍に引下げ）による営利利用が増加傾向にありますが、コロナ禍前の水準には及んでいない状況で
す。
●図書館の利用者数は対前年で７，４６９人減少しているものの、目標値は上回っています。
●総合教育センター、少年科学館の利用者数は、対前年でいずれも減少（あわせて４，０２２人の
減）となっています。

1,047,685 1,235,297 1,205,044 1,267,153 1,269,000

KPI算出式 コミセン、少年科学館、図書館、総合教育センターの利用者数

KPI分析

●コミュニティセンターの地域人材のネットワー
ク構築のハブ機能を強化するため、コミュニティ
協働推進課と協議しながら、職員研修の充実とあ
わせて、複雑な利用料金体系を見直すなど、施設
管理に係る業務負担の軽減を図ります。

人とのつながりを大切にする、学びの地域社会の
実現に向けて、コミュニティセンターが、地域に
おける子どもと大人の「ナナメのつながり」づく
りの源泉となって、多様な主体による実践活動の
展開へ広がっていくのが理想です。

施策に対する総合評価
●コミュニティセンター職員への各種研修については、５回にわたる地域課題解決型研修に加え、一
般事務習得のための実務研修を実施したことにより、社会教育に関する有識者（社会教育士）として
の知見やスキルとともに、地域づくりを推進する使命感と自負（マインド）の育成が図られていま
す。現在２８人のコミセン職員が社会教育主事有資格者となっています。
●少年科学館事業は利用者数が減少している中でも、ふるさと教育協賛企業との連携事業の回数増や
新たなふるさと未来事業の取組み、さらに小中学校との連携を強化したことによる下村脩ジュニア科
学賞への応募作品の増などもあり、事業参加者の維持に努めています。

政策実現に向けた取組

令和８年度から実施（実施検討含む） 令和９年度以降実施・実施検討
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 総合教育センター課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習拠点施設の利用者数

総合教育センター事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）５６ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●センター施設の維持管理を行うことで安全安心な利用環境を維持し、幅広い市民に対する学習等の機会を
確保することができました。
●センター内の３機能（教育センター、少年科学館、清水地区コミュニティセンター）の連携による学社融合の取
組として、清水地区コミュニティセンターと少年科学館の共催によるプラネタリウムを活用したコンサートや清水
地区自治協議会の「公民館まつり」における「特別サイエンスショー」などの開催を支援しました。
●年間の施設全体の利用者数は、９７，９７０人となりました。

課題
●総合教育センター利用者目標値（３施設の利用者総数:１２４，０００人）を達成できませんでした。
※令和７年度施設利用者数　９７，９７０人/目標値１２４，０００人＝達成率：７９．０％
※前年度（Ｒ６）：１０１，２６７人に対し、３，２９７人減少（３．３％減）しました
●公共施設の中では比較的新しい施設ですが、建設して１５年が経過し、設備や敷地環境において経年による
課題が生じつつあります。

【解決策】
●高木化・老木化した樹木の剪定など敷地及び施設の適切な維持管理を行うことで、地域の避難場所としての
機能も有する施設として安全安心な利用環境を提供します。
●施設の基幹設備（空調・エレベーター・照明・電気工作物等電気設備など）の状況把握を行い、後年（次期総
計期間中）における予算化に向けた整備方針等を検討します。
●複合機能を持つ施設特性を活かし、特にプラネタリウム等を有する少年科学館と清水地区コミュニティセン
ター（地域を含む）との連携・協働を支援します。
	【効果】
●総合教育センター全体の利用者数の増加が図られるとともに、施設利用者への安全安心な利用環境が維持
されます。

原因
●利用者目標値の約４０％を占める少年科学館利用者数は、目標値５０，０００人に対し４３，４０３人であり達成
率は８６．６％と伸び悩んでいます。
●利用者目標値の約３０％を占める清水地区コミュニティセンター利用者数は、目標値４２，０００人に対し３０，
９９２人であり達成率は７３．８％と目標値との乖離が大きくなっています。
●敷地環境において、敷地隣接の市道側に面した樹木の高木化・老木化が進み、敷地内外への枝落下（大き
いもので４メートル程度）が発生しています。また、施設内設備においても経年劣化による自動ドアや内部シャッ
ター、空調機器の一部に不具合が発生するなど、安全安心な施設利用の環境に一部不具合が生じつつありま
す。

解決策と効果
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 少年科学館 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習拠点施設の利用者数

少年科学館事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）５７ページ参照

取組実績・事業成果（令和7年度）
●プラネタリウム番組の投映、天体観望会の開催、科学教室・科学イベント等を開催しました。
●ふるさと教育協賛制度を継続し、協賛企業との連携による工場見学や工作教室等の開催、また、小学４年生
を対象にさせぼ広域圏の市町や地元企業の紹介、生活環境等の学習を実施しました。
●子どもたちの体験学習推進に関する連携協定を締結した企業との協働によるふるさと未来事業として、ｅス
ポーツを題材にしたプログラミング教室、生成ＡＩを活用した体験教室、アイデア創出のワークショップ（アイデア
ソン）、チーム型課題解決プログラム教室（ハッカソン）を初めて開催しました。
●年間の施設利用者数が４３，４０３人、科学館事業参加者数は４５，６４６人となりました。

課題
●少年科学館の利用者数の目標値は５０，０００人ですが、令和７年度実績は４３，４０３人と前年度の４５，１４５
人から１，７４２人の減（３．９％減）となり２年連続で微減となっています。
●科学館の特長的施設であるプラネタリウムへの観覧者数の令和７年度実績は１０，４０３人となり、前年度の
１１，１４２人から７３９人の減（６．６％減）となっています。
●ふるさと教育協賛企業との連携事業の回数増や新たなふるさと未来事業の取組み、さらに小中学校との連
携を強化した下村脩ジュニア科学賞への応募作品の増などもあり、少年科学館事業への参加者数は４５，６４６
人と前年度の４５，７２９人と同程度で推移しました。

【解決策】
●科学館事業の展開における官民の連携・協働を継続し、企業等が持つ強みと科学館の持つ強みを合わせる
ことで、従来からの科学館の取組にはない新たな枠組みの事業創出に取組みます。
●プラネタリウム事業では子どもだけでなく幅広い層が楽しめる番組を導入し、天体観測事業では昼夜におけ
る太陽観望会や天体観望会の開催を定着させ、天文分野に興味関心が高い市民の来館やリピーターとしての
増加につなげていきます。
●情報発信力の強化として、ホームページやＳＮＳでの情報の掲載頻度の向上、さらにeduポータルや学びポ
ケットを活用し時機を捉えた情報発信を強化します。
●放課後児童クラブや児童センター、幼稚園や保育園等の子どもに関する団体等への広報活動を拡充し、情
報提供の範囲拡大と団体利用を推進します。
●教室事業やイベント事業の参加状況の分析など、職員の企画立案に係るスキルアップを目指します。
【効果】
●少年科学館事業の認知度を向上させ、利用者及び事業参加者の増が期待されます。

原因
●科学館及びプラネタリウムの来館者数の減少要因としては、官民協働・連携による取組みを推進するうえで、
既存の教室事業数等の見直しによる減などを行ったことが考えられます。
●子どもたちの学校生活以外での過ごし方が多様化してきており、拠点性を活かした科学館における教室事業
やイベント事業においては、学年が上がるにつれて参加割合が減少する傾向となっています。
●科学館事業のニーズ分析等による魅力向上と情報発信力が不十分です。

解決策と効果
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施策 生涯学習の充実 KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

生涯学習拠点施設の利用者数

コミュニティセンター活性化事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）58ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●地域住民への充実した学習機会の提供を行うことで、地域に根差したコミュニティセンター活動を展開すると
ともに、センターの利用向上を図るため、コミセン情報コンテンツ「ぽすこみ」による周知広報、コミセン主催講座
における学習機会を提供しました。
●コミュニティセンター職員への各種研修による知見やスキルの強化等、生涯学習推進のための人材育成を
図るため、５回にわたる地域課題解決型研修に加え、一般事務習得のための実務研修を実施しました。
●コミュニティセンター職員の任用については、センターの安定的運営の確保と職員の知識経験を有効活用す
る観点から、社会教育主事有資格者である職員の希望に応じて、各地区センター間で異動することを前提とし
て、令和８年度から最大６５歳までの任用を可能とするよう見直しがなされました。

課題
●コミュニティセンター利用者数は、自治協や町内会における各種利用の参加者数が増加しているほか、社会
教育目的外での利用や、利用料金見直し（営利の場合、従来は通常料金の２０倍→Ｒ７から３倍に引下げ）によ
る営利利用が増加傾向にありますが、コロナ禍前の水準には及んでいない状況です。誰もが気軽に利用でき
る、地域の社会教育活動の拠点としての機能の充実・強化が求められます。
●コミュニティセンター職員への各種研修により、社会教育に関する有識者（社会教育士）としての知見やスキ
ルとともに、地域づくりを推進する使命感と自負（マインド）の育成が図られており、地域のつながりを意識した
主催講座の企画等を試行錯誤しながら取組む職員の育成が図られている一方、センター長に関しては社会教
育に対する意識や理解度にバラつきが見られます。現在２８人のコミセン職員が社会教育主事有資格者となっ
ています。

【解決策】
●人とのつながりを大切にする、学びの地域社会の実現に向けて、コミュニティセンターが、地域における子ど
もと大人の「ナナメのつながり」づくりの源泉となって、多様な主体による実践活動の展開への広がっていくのが
理想です。
●コミュニティ協働推進課と協議しながら、職員研修の充実とあわせて、複雑な利用料金体系を見直すなど、施
設管理に係る業務負担の軽減を図ります。

【効果】
地域人材のネットワーク構築のハブ機能の強化

原因
コミュニティセンター職員には、社会教育機能を担保するための知識やスキルと、内発的に学ぼうとするマイン
ドが求められる中、複雑な施設利用料金体系などによる施設管理運営部分の業務負担が大きく、特に旧市内
の職員２人体制のセンターにおいては、充実した主催講座等の企画運営は難しいとの声があります。

解決策と効果
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 ５　政策を支える包括的な事務事業群

施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 学校保健課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

学校給食費相当額助成事業

事業内容・事業目的 ―

取組実績・事業成果（令和７年度）
令和６年度４月から実施した市立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の給食費無償化が、令和７年度
には市立中学校第２学年及び義務教育学校第８学年へ対象を拡大したことに伴い、学校給食費相当額助成事
業についても同様に、対象学年を中学校第３学年～第２学年及び義務教育学校第９学年～第８学年へ拡大し、
不登校やアレルギー等で給食を食べることができない生徒や県立・私立学校等に通学していて、給食費の無償
化を受けることができない生徒の保護者に対して支援を行うものです。

課題
同じ学校に通っていても学年によって助成が受けられない学年の保護者にとっては不公平感があります。

令和８年度からは、市立中学校及び義務教育学校の全学年に学校給食費の無償化が拡大されることに伴い、
学校給食費相当額助成事業の該当学年も全学年に拡大されるため、学年間の不公平感は解消されます。

原因
令和６年度から順次、該当学年を拡大している為、全学年が該当になる間の経過期間中は、中学校や義務教
育学校（後期課程）に通っていても学年によって、助成を受けられる学年と受けられない学年があります。

解決策と効果

55



施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 総務課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

奨学金充実事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）60ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●令和６年度に大学の奨学金について見直しを行い、令和７年度からは、高校の奨学金についても、従来の月
額１万２千円（公立）、月額２万円（私立）から、公立・私立問わず、月額「２万円・３万円・４万円」の選択制とする
ことで、貸付件数の増につながりました。
●広報紙への掲載や、ラジオ番組への出演を行うなど制度周知に努めました。

課題
少子化による生徒数の減少、高校授業料の無償化（公立・私立）、低所得者対象その他支援策の充実等によ
り、奨学金及び就学一時金について貸付実績がピーク時に比べ減少傾向にあります。

【解決策】
国の就学支援制度が年々充実していく中、貸付件数の増加につながる申請条件や審査基準の見直し、新たな
助成制度の拡充など、実情を踏まえた奨学金制度の見直しを検討することで、奨学基金の更なる有効活用を
図ります。

【効果】
経済的理由により就学困難な者の就学の援助をすることで、教育の機会均等と有為な人材の育成を図ることに
寄与することができます。

原因
特に就学一時金については、日本学生支援機構や長崎県育英会などと比べると貸付額が低額であるため、保
護者のニーズに対応できていないことが考えられます。

解決策と効果
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 学校教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

幼児ことばの教室運営事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）６１ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●通級児４７名に対して指導を行いました。主な種別は構音障がいでした。
●教育相談はのべ６３６件実施しました。相談内容は、構音障がい５０１件、吃音８４件、その他５１件でした。
●通級指導児が増加していますが、通級を希望した方は全員が通級することができました。

課題
●ことばの課題について保護者の理解が深まったことから、幼児の発音の改善や吃音の理解等に対する支援
のニーズが高まっています。（令和６年度相談件数４９４件、令和７年度相談件数６３６件）
●教育相談を希望してはいるものの、教室の空き状況の関係で保護者の方が都合をつけることができず、教育
相談まで１～２か月ほど待たないといけないという声がありました。

原因
●関係機関と連携し周知を行った結果、幼児ことばの教室を広く知っていただけたことで、相談数が増加してい
ます。
●教育相談の予約は主に電話で受け付けており、教室の予約状況がわかりづらくなっています。

解決策と効果
●教室の予約状況を小中学校ポータルサイト（ホームページ）に公開し、保護者の方が予約しやすい環境づくり
に取り組みます。
●幼児への指導や教育相談を一層充実させるため、研究会への参加や小学校の難聴・言語通級教室担当者
と相互研修を行う等して、担当者の指導力の向上を図ります。
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 教育施設課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

小学校管理運営事業・中学校管理運営事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）62ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●学校施設の適切な維持・管理のために必要な施設・設備に係る各種点検業務等を行いました。
●市内全校において屋内運動場（体育館）のオンライン予約と電子錠による施錠・開鍵が可能となる「スマート
ロック」の令和８年度からの運用開始に向け、システム導入や機器等の設置、利用者向けの周知等を行いまし
た。
●令和６年度から取り組みを進めていた屋内運動場（体育館）のアリーナ照明のＬＥＤ化が完了しました。

課題
●屋内運動場や武道館などの学校施設の利用予約に際しては、利用希望者が学校窓口で直接申請する必要
があり、それに伴い学校側にも一定の事務負担が生じています。
●２０２１年以降、水銀灯の製造・輸出入が水銀に関する水俣条約により禁止となっていることや、既設水銀灯
が耐用年数を迎えたことで、屋内運動場(体育館)の照明のＬＥＤ化が求められています。

【解決策】
●「スマートロック」の令和８年度からの運用開始に向け、システム導入や機器等の設置、利用者向けの周知等
を行いました。
●また、スマートロック導入によって業務時間が短縮されるため、中学校における時間外用務業務委託に関す
る調整についても令和８年度より教育委員会として対応を進めます。
●令和６年度の契約に基づき、個別発注方式ではなく、リース方式での屋内運動場（体育館）のアリーナ照明Ｌ
ＥＤ化の改修を行い、令和７年度に工事完了いたしました。

【効果】
●学校運営にかかる経費の縮減ができ、施設利用申請の処理にかかる時間を削減することで学校における働
き方改革の推進に寄与することができます。
●屋内運動場（体育館）のＬＥＤ化により、省エネによる経費の縮減や脱炭素化に寄与することができます。

原因
●施設の空き状況について電話や窓口での確認が必須で、加えて施設利用の申請手続きについて紙媒体で
行う必要があります。
●市内の小中学校における既設の屋内運動場（体育館）のアリーナ照明の大半を水銀灯が占めています。

解決策と効果
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 総務課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

小学校管理運営事業・中学校管理運営事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）62ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●佐世保市立小・中学校及び義務教育学校の運営に必要となる経費について確実な予算執行を行いました。
●学校における印刷に係るコストと時間を削減するため、印刷機、コピー機、プリンタ機器を高速複合機に集約
しました。
●野外宿泊学習奨励については、小中学校間の公平性を保つため、令和７年度に当該事業を廃止しました。

課題
●学校での多様な課題や環境変化に対応するため、各種の経費を要しています。
●令和７年度は、令和２年度導入したGIGAスクール構想による児童生徒１人１台パソコンのリプレース時期とな
り、機器故障が多くなってきているとともに、リプレースに向けた準備が重要になってきます。

【解決策】
●令和７年度に導入した高速複合機により、学校における印刷に係るコストと時間を削減し、ペーパーレス化の
更なる推進を図っていきます。
●令和８年度からのスマート・スクール・SASEBO構想NEXTの環境整備として、令和８年度中の端末の円滑な
更新を確実に行うため、旧端末の修繕対応を行いながら、新しく導入する約２万台の端末更新及び動画やデジ
タル教科書などのリッチコンテンツに対応するため、LTE通信料の増量を行います。

【効果】
●学校運営にかかる経費の縮減ができ、さらに、印刷や施設利用申請の処理にかかる時間を削減することで
学校における働き方改革の推進に寄与することができます。
●スマート・スクール・SASEBO構想NEXTの環境整備を行うことで、目指す学びの姿「主体的・対話的で深い学
びの実現」に向け、児童生徒一人ひとりの可能性を引き出し、ウェルビーイングの実現を目指すことができま
す。

原因
●現在の学校運営はGIGAスクール構想による児童生徒１人１台パソコンの導入により、経費が増加していま
す。児童生徒数が減少していますが、特別支援学級数は減少していないため、学校運営費全体における経費
は減少していない現状があります。
●令和７年度は令和２年度導入したGIGAスクール構想による児童生徒１人１台パソコンのリプレース時期とな
りますが、リプレースを令和８年度に行うこととなったため、児童生徒の学びに影響が出ないよう、旧端末の管
理と併せてリプレースに向け、共同調達における長崎県との連携及び県内他市町との情報共有が重要となって
きます。

解決策と効果
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 教育施設課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

小学校施設維持改修事業・中学校施設維持改修事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）63ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●修繕料予算配当学校数：７０校
●小規模修繕業務対応（小学校：５１件、中学校：２３件）
●小規模改修工事対応（小学校：１９２件、中学校：１０４件）
●屋外非常階段改修工事（相浦西小学校、早岐中学校）
●フェンス改修工事（三川内小学校、祇園中学校、光海中学校）
●ドア改修工事（日宇小学校）●教室床面改修工事（小佐世保小学校）
●消防用設備〈消火用水槽〉改修工事（三川内小学校）●浄化槽処理水配管改修工事（浅子小中学校）

課題
●現在、学校教育に求められる機能や役割が多様化・複雑化している中で、学校施設や設備について、適時、
維持改修（優先度評価に基づく修繕・小規模な補修や改修工事）を柔軟に行う必要があります。
●小規模な修繕や補修工事が必要とされる状況になった際に、都度対応するような事後的な対策を講じざるを
得ない現況にあります。

【解決策】
●学校施設の健全化のため、老朽化対策・防災機能の強化対策を優先度や施設状況等から計画的に、
また、柔軟さをもって対応を進めることにより、コストの平準化、安全・安心な教育環境の確保を実施していきま
す。
●現場の声を参考に求められる機動的な対応を図りながら、加えて各学校への修繕料の予算配当により、ガラ
ス破損や鍵交換などの小規模修繕について学校判断での迅速な対応が引き続き行えるようにいたします。

【効果】
●市立学校の施設や設備について、雨漏り補修や施設設備などの小規模な維持改修を迅速かつ適切に行うこ
とにより、安全・安心な教育環境が確保でき、教育の充実に寄与しています。

原因
●校長会、PTAなどからの要望に基づき小規模な修繕や改修等を進めているものの、築年数が４０年以上経過
している校舎が増加しており、限られた財源内で全ての要望に対応することは難しく、一斉改修などの対応を実
施することが困難な状況にあります。
●学校施設の老朽化に伴う修繕や小規模改修に加え、質的向上につながる改修の要望や、インクルーシブな
施設について検討を求めるなど、要望や意見の内容が多様化しています。

解決策と効果
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 総務課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

小学校児童・中学校生徒助成事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）64ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●経済的理由により、就学困難と認められる児童生徒の保護者の教育負担の軽減を図るため、令和７年度に
おいては３，６３１人を認定し、就学援助費の支給を行い、保護者の経済的負担軽減に努めました。認定者のう
ち、新たに令和７年４月より私立小中学校へ対象者を拡充するとともに、４月から開級した夜間学級の生徒本人
に対する支援も行うことで、誰一人取り残さない教育の実現に向け、保護者及び生徒本人の経済的負担軽減
に努めました。
（公立小学校：認定者数　２，３４６人、認定率２０．１７％　公立中学校：認定者数　１，２７２人、認定率１９．９
５％）
●通学距離が遠距離である３１４人の児童生徒の保護者に対し、遠距離通学費補助金の支給を行い、保護者
の経済的負担軽減に努めるとともに、令和７年４月開級した夜間学級の生徒本人の経済的負担軽減にも努め
ました。また、徒歩の児童生徒の実態が自家用車使用であったため、補助要綱を見直し、根拠をガソリン代相
当額としました。

課題
●経済的理由により、就学困難と認められる児童生徒の保護者の教育負担の軽減を図るため、就学援助費に
よる継続した支援が必要ですが、全家庭へ希望の有無を確認することで制度の周知徹底は図られているもの
の、認定率が増加している現状に鑑みて必要な支援が確実に行き渡るようにすることが課題となっています。
●遠距離通学児童生徒通学費補助金の通学距離及び補助金額については、今後、学校再編と併せて検討す
る必要があります。

【解決策】
●就学援助については、経済的理由により就学困難と認められる児童生徒の保護者に、確実に周知が行き渡
るよう、希望の有無の全確認を徹底してきました。さらに、令和６年度からはオンライン申請の導入により申請
数が増えた結果を踏まえ、保護者の方の心理的負担が減ったと考えます。就学援助事務は国の標準準拠シス
テムへの確実な移行と併せて、オンライン申請の推進を図っていきます。
●遠距離通学費補助金については、令和８年度において、４ｋｍ、６ｋｍ未満の通学実態を把握するために、ま
ずは、把握方法（保護者へのアンケートか学齢簿による調査か）の検討を行い、令和９年度は制度の方向性の
決定、令和１０年度以降の要綱改正に向け、準備を進めていきます。
【効果】
●就学援助については、経済的理由により、就学困難と認められる児童生徒の保護者の方が申請しやすい環
境を整えることができ、必要な支援が行き渡るようになります。
●遠距離通学者補助金については、実態に合わせた補助金を交付することができるようになります。

原因
●就学援助については、今までは全家庭へ希望の有無の確認を行っており、認定率も一定横ばい状態で推移
していました。しかしながら、令和6年度申請からオンライン申請を始め、学校に知られることなく申請できるな
ど、保護者の心理的負担が軽減され、申請者が増加しています。これに伴い、認定者数も増えている現状があ
り、必要な支援が行き渡っていない可能性が考えられます。
●学校再編が進むと通学区域が拡大する地域及び対象者が増えることが見込まれるため、学校再編により安
全な通学路が整備されるまでは一定の支援が必要となります。

解決策と効果
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

人権講座事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）65ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
教育集会所やコミュニティセンターで、人権・同和教育啓発のための講演や主催講座を開催し、差別意識の解
消や人権尊重意識の向上に寄与しました。

課題
教育集会所は昭和５５年に同和対策特別措置法を基に設置した社会教育施設ですが、整備後４６年を経過し、
屋上屋根の雨漏り、常設空調の故障、水道漏水が頻発し、利用者の安全が担保できない恐れが生じている一
方で、多額の補修費用を予算化するに至っておらず、修理できていません。

【解決策】
施設老朽が著しい中、近隣のコミュニティセンターへの機能統合等を視野に、今後の方針を整理し、施設運営
の見直しに着手します。

【効果】
●教育集会所のあり方の明確化
●公共施設機能の最適化

原因
施設及び関係設備の経年劣化が進んでいるためです。

解決策と効果
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 社会教育課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

成人式典事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）66ページ参照

【解決策】
当面（少なくとも、アルカス大規模改修中である令和１０年式典まで）は、現行の形で実施する方針ですが、より
魅力的な式典とするための手法については、自治体主催の成人式典のあり方を含め、引き続き検討していきま
す。

【効果】
恒例行事としての安定化に寄与します。

取組実績・事業成果（令和７年度）
新成人に大人としての自覚を促すとともに、新成人の新たな門出を祝福するため、成人式典を以下のとおり開
催しました。

●令和８年１月１１日（日）１４：００～１５：１０　ハウステンボス会場にて開催（１，８６５人参加）
●式典会場（ホール）へは約６００人が入場し前年比で改善しました。
　・ＳＮＳでの式典見どころ、空席状況の発信などを行いました。
　・ハウステンボス歌劇団によるエンディングアトラクションを実施しました。
●着付け直しについて、専用ブースやホール入口等で対応し、利用者・協力者双方から好評でした。
●公募による式典検討委員（ボランティア）のほか若者活躍・未来づくり課と協働して、以下のことに取り組みま
した。
　・My Frontierプロジェクト：ホワイトボードに自身の”夢や挑戦”を書いてもらい、テレビ佐世保による
　　　　　　　　　　　　　　　　　 インタビュー撮影を実施
　・花束メモリーズ：ホワイトボードに”感謝”を書いてもらい、園内５フォトブースでの記念撮影を実施
　・事前周知としてＳＮＳで式典の見どころを事前配信しました（全４回・平均５，３００回以上の視聴）。

実施後のアンケート調査では、８割以上の参加者がハウステンボスでの今後の開催を希望しており、若者に
とって特別な思い出として記憶に残る式典となっています。

課題
●ハウステンボスでの開催も５回目を迎え、内容や運営体制も改善が進み安定してきていますが、参加者側か
らは「付添人に入場料がかかる」「会場がわかりにくい」「遠い」等のほか、「成人式らしい光景を市内の人が見ら
れないのが残念」とアルカスでの開催を希望する声が依然としてあります。
●運営側においても、ハウステンボスでの開催は予算及び人員確保の面で負担が大きい点も課題としてあげら
れます。

原因
成人に対する価値観や考え方が多様化する中、行政主催事業としての式典のあり方（意義や必要性）を明確に
整理する必要があります。

解決策と効果
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 学校保健課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

子どもの安全対策事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）67ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
「子どもを事故から守る協議会」や「子ども１１０番の家」との連携を密にし、学校・家庭・地域社会が協力・連携
して組織的な安全教育活動の展開を図りました。

課題
●登下校時における通学路の安全対策(防犯含む)は喫緊の課題であり、関係機関等地域社会との連携協力
体制について一層の強化が必要です。
●児童生徒の事故(生活事故・非行事故・交通事故・犯罪被害など)の対応が必要です。
●学校、家庭、地域社会の連携のさらなる強化が必要です。
●児童生徒の事故が増加する中で、通学路の安全確保に関する取組としての『佐世保市通学路交通安全プロ
グラム』により、学校、保護者、自治会、道路管理者、警察などが参加する合同点検を実施し、関係機関との連
携をさらに深めていく必要があります。

●学校、家庭、地域社会との連携を図りながら、子どもが安全で充実した生活を送ることができるように引き続
き事業を実施していきます。
●危機管理マニュアルの更新と、通学路の再点検、通学路指定道路の再確認を行うよう各学校に指導していき
ます。

原因
子どもは大人に比べて、危険を判断する能力や交通ルールを理解する能力が未熟で、また衝動的な行動をし
がちです。そのため、交通事故や生活事故等に遭うリスクが高くなる傾向があることから、子どもたちの生命と
安全を守るために各種の取組が必要となります。

解決策と効果
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 学校保健課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

学校保健管理事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）68ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
園児、児童生徒及び教職員の健康診断、健康管理並びに学校環境衛生の適正化を図りました。

課題
●働き方改革が進む中でも、教職員は多様な児童生徒・保護者への対応、仕事の多忙感から生じるストレスが
大きく、教職員のメンタルヘルスの充実に努めていく必要があります。ストレスチェック受検率アップと高ストレス
者が医療機関を受診しやすい環境づくりが必要となっています。
●特別な配慮や、医療機関との連携・医療的ケアを要する児童生徒が増加傾向にあり、医療機関等外部機関
と連携を行う必要性が高まってきています。外部機関との連携がスムーズにできるよう支援することが必要で
す。
●新型コロナウイルス感染症が５類感染症となったものの、現在も感染症対策への配慮が求められています。
また、いわゆるアフターコロナの児童生徒へのメンタルヘルスケアの重要性もさらに高まっています。必要に応
じて、専門家の支援が受けられるようにすることが必要です。

●教職員のメンタルヘルスケアの充実を図るため、管理職等にストレスチェック受検の必要性、結果の有効活
用と高ストレス者が専門医受診をしやすい環境づくりができるよう、年度当初に説明し継続して働きかけていき
ます。
●特別な配慮や医療的なケアを必要とする児童生徒に加え、メンタルヘルスにおいても、個々のニーズに応じ
た外部機関との連携ができるよう、専門機関の紹介や連絡調整など支援していきます。

原因
●教職員のメンタルヘルス対策は、教職員だけでなく、児童生徒の教育、学校全体の活性化にも不可欠です。
教職員がメンタルヘルスの不調を抱えた場合、教育の質の低下、業務遂行への支障、さらには、他の教職員へ
の波及による学校全体の機能不全を招きかねません。
●児童生徒のメンタルヘルスは、成長と発達、そして将来の生活に大きな影響を与えるため、非常に重要で
す。学校生活における様々な問題が、心の健康に影響を与え、それが学力低下に至る可能性もあります。その
ため、児童生徒のメンタルヘルスをサポートし、良好な心の状態を維持・促進することは、児童生徒の幸福と社
会全体の成長にとって不可欠となっています。

解決策と効果
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施策 政策を支える包括的な事務事業 KPI

課名 学校保健課 事務事業名

Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【事務事業】/令和７年度

―

学校給食事業

事業内容・事業目的 教育振興基本計画（第４期）69ページ参照

取組実績・事業成果（令和７年度）
●献立作成、食材発注、調理、配送等、学校給食全般にかかる事業を行いました。
●給食施設の維持管理面として、各種設備点検や計画的な設備機器更新を行い適切な管理運営を実施しました。
●給食に従事する職員が、衛生面を常に留意し、安全でおいしい給食を提供しました。
●学校給食費の公会計化により、学校給食費の徴収、管理業務を行いました。

課題
●学校給食を活用した食育の推進と調理施設等の衛生管理の徹底が求められていますが、老朽化した施設・設備が多
く、学校給食衛生管理基準に対応し、安心安全な給食を提供するために、計画的な更新・改善が必要となってきていま
す。
●学校給食を「生きた教材」として活用し、食に関する実践的な指導の充実と、アレルギー対応の面においても「安全性
最優先」確立に向け、アレルギー対応マニュアルに即した内容に対応できる調理設備の整備を進める必要があります。
●地産地消の推進のため、各関係機関との連携強化が必要となります。
●近年の食材費の高騰に伴い、学校給食費の額の見直しが必要となっています。
●学校給食費の公会計化に伴い、市直轄で徴収業務を行っていますが、督促・催告を行っても未納となるケースが多く
発生しています。滞納案件に対しては、法的手続きを行っており、長期滞納案件の減少に努めていますが、そのようにな
る前の初動対応が重要です。
●育ち盛りの中学生の学校給食については、生徒の栄養バランスの取れた食事の確保、保護者の経済的負担の軽減に
加え、子育て支援、少子化対策など、様々な観点から無償化の必要性が高まっています。

●給食室の調理場や備品類の老朽化に対応するため、機器の更新手続きに対応していくとともに、施設集約等の検討を
行います。
●給食費を負担している保護者に、学校給食のあり方や給食費について理解してもらうことで、未納者の減少に努めま
す。
●給食費未納者に対して、督促をしても支払わない対象者へは「法的措置」をとる等の収納率向上対策に努めています
が、過年度滞納債権が重なる状況に対する収納対策に向けた対応を継続して進めます。
●子育て世帯の支援のため、国の交付金を活用しながら保護者の経済的な負担軽減を図っています。
●子どもたちの健やかな成長を社会全体で支援する取組の一環として、国の交付金等を活用し、令和6年4月から段階的
に実施してきた学校給食費の無償化を、令和８年４月からは、市立小・中学校等全学年を対象に実施し、併せて、県立・
私立学校に通う義務教育対象生徒等の保護者、アレルギーや不登校等の市立中学校の生徒の保護者に対しても経済
的な負担軽減のため、学校給食費相当額助成事業を実施しています。

原因
●学校給食は、児童生徒の健康増進、食習慣の育成、豊かな人間関係の醸成など、様々な側面で教育に貢献する重要
な役割を担っています。
●栄養バランスの取れた食事を提供することで、成長期の児童生徒の心身の発達をサポートし、健康な食生活を営むた
めの基礎を築くことが可能となります。また、給食の時間は、共同作業やコミュニケーションを通じて、協調性や社会性を
育む場としても重要な役割を持っています。

解決策と効果
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 ６　学校改革への取組

取組

課名

Plan

取組実績・事業成果（令和７年度） Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【学校改革】/令和７年度

スマート・スクール・SASEBO構想の実践

スマート・スクール・SASEBO推進室

取組内容・目的
「スマート・スクール・SASEBO」構想の実現に向け、ICT環境の活用に係る立案及び関係各課との連絡調整
を行い、児童・生徒が新しい時代を生き抜く創造性や社会性を身に付けるため、学校の教育DXの推進を目
指します。

●文部科学省が行っている「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」
①教材研究・指導の準備・評価・校務などにICTを活用する能力
令和２年度「８８．３％」⇒令和６年度「９５．６％」（長崎県平均「９０．３％」全国平均「９０．７％」）
②授業にICTを活用して指導する能力
令和２年度「７１．４％」⇒令和６年度「８９．４％」（長崎県平均「８０．２％」全国平均「８２．２％」）
③児童生徒のICT活用を指導する能力
令和２年度「７４．４％」⇒令和６年度「９０．０％」（長崎県平均「８１．６％」全国平均「８３．１％」）
④情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力
令和２年度「８６．３％」⇒令和６年度「９４．９％」（長崎県平均「８８．２％」全国平均「８９．２％」）
全ての項目の数値が、端末導入前より向上しました。また、他の自治体と比べても高い数値となっていま
す。

課題　
●関係各課と連携した様々な指導や研修を通して、本市の教員のICT活用指導能力は確実に向上している
と言えます。しかし、文部科学省が行っている「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」におい
て、「児童生徒が互いの考えを交換し共有して話合いなどができるように、コンピュータやソフトウェアなどを
活用することを指導する」能力についての肯定的回答が８９．４％となっており、他の領域に比べるとやや低
調な数値になっています。

原因
●ICTを適切に活用しながら個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り、「学びを起こす授業」
への授業観の転換が必要です。
●ICTの活用率の低い学校があり、学校への働きかけが必要です。

解決策と効果
【解決策】
●ICTの活用率の低い学校へのプッシュ型の研修を行います。また、ICTスキルについては、「お悩み相談」
など、個人の課題解決を図る研修を実施します。さらに、授業におけるクラウドアプリケーションの効果的な
活用方法を示していくことで、協働的な学習における教師のICTスキルの底上げを図ります。
●授業観の転換については、「学びを起こす授業」について組織的かつ実践的な研修を実施していきます。
【効果】
●ICTスキルと授業観の転換の両面から、授業改善を図ることで、児童生徒の学習意欲の向上を図ります。
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取組

課名

Plan

取組実績・事業成果（令和７年度） Do

Check

Check

Action

点検・評価シート【学校改革】/令和７年度

教職員の働き方改革

学校教育課

取組内容・目的
令和２年度に制定した「佐世保市立小・中学校及び義務教育学校の教育職員の業務量の適切な管理に関
する規則」、令和６年１１月に策定した「第２期業務改善アクションプラン」に基づき、令和７年度は月あたりの
４５時間超過勤務出現率を全校種平均１６．０％以下を目指して業務改善を図りました。

●令和７年度の月あたり４５時間超過勤務出現率は、全校種平均１４．６％となり、数値目標を達成できまし
た。
●統合型校務支援システム（C4th）の「出退勤」を利用した勤務時間の見える化により、自分自身及び管理
職員が超過勤務状況を把握できるようになり、教職員の意識醸成が図られました。
●統合型校務支援システムの活用、生成ＡＩやＡＩドリル等、校務DXを推進することにより、事務作業が軽減
され、超過勤務の出現率が減少傾向にあります。また、報告文書の公印省略や発出文書の処理方法等、学
校の事務負担軽減に向けた取組を行いました。
●毎年実施している働き方改革意見交換会（管理職員・教務主任等）において、各学校の取組や実績を共
有し、自校の取組へとつなげています。

課題　
●佐世保市立の教職員全体として、超過勤務時間は確実に減っているものの、令和７年度は中学校の４５
時間超過勤務の出現率が、３２．４％として高く、課題が残ります。
●職種別でも、副校長・教頭先生の４５時間超過勤務の出現率は、小学校が３７．３％、中学校が６５．８％と
高く、副校長・教頭の業務改善が課題となっています。

原因
●中学校は、特に土日の部活動指導による超過勤務時間の増加や、平日における部活動後の超過勤務が
考えられます。
●副校長・教頭においても授業の受け持ち時数が多く、通常の勤務時間において教頭職としての業務にあ
たる時間が限られています。そのため、超過勤務時間が増加していることが考えられます。

解決策と効果
●令和８年度に「第２期業務改善アクションプラン（改訂版）」を策定する中で、数値目標として掲げる「令和１
０年度までに、超過勤務４５時間超過の出現率０％を目指す」に向けて、学校と教育委員会が一緒になって
教職員の働き方改革を推進する方向性を示します。
●学校や保護者等から学校だけでは解決が難しい事案等について、「学校問題解決支援コーディネーター」
を配置し、コーディネーターが事案ごとに様々な専門家と連携し、解決策を整理・提示することで、対応に時
間を要していた事案の負担を軽減します。
●学校施設利用手続きについて、「スマートロック」を導入することで、学校側がこれまで紙媒体で行ってき
た事務手続きを削減します。
●令和８年度から地域内の複数校が合同で部活動を実施できる体制を整え、部活動顧問に係る負担を軽
減します。
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社会指標とKPI（重要業績評価指標）の達成状況　まとめ

社会指標 7次総計前期
最終年度

7次総計後期
初年度

7次総計後期
最終年度

R5 R6 R7 R8 R9

目標

実績 5.6回 5.8回 6.5回

ＫＰＩ

施策名 KPI（重要業績評価指標） R5 R6 R7 R8 R9

施策1　学校教育の充実 目標 - 61.0% 64.0% 67.0% 70.0%

実績 58.6% 61.9% 58.4%

目標 - 87.8% 88.8% 89.8% 90.0%

実績 86.8% 86.8% 86.8%

目標 - 84.0% 86.0% 88.0% 90.0%

実績 82.7% 83.9% 88.1%

施策2　豊かな心を育むまちづくり 目標 24,000人 28,000人
29,000人

（21,000人）
29,000人

（22,000人）
30,000人

（23,000人）

実績 16,365人 21,592人 19,620人

目標 27,000人 17,000人 17,000人 17,000人 18,000人

実績 15,447人 17,025人 21,518人

施策3　生涯学習の充実 目標 164,000人 148,000人 148,000人 149,000人 150,000人

実績 190,858人 206,522人 200,117人

目標 1,517,000人 1,269,000人 1,269,000人 1,269,000人 1,269,000人

実績 1,235,297人 1,205,044人 1,267,153人

生涯学習拠点施設の利用者数

市民1人あたりの生涯学習に関わった回数

社会指標名

向上

全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（学習意欲）
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全国学習状況調査児童生徒質問紙結果（自己肯定感）

地域学校協働活動等に携わった大人の人数
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佐世保市が目指す「みらいの学び」と「学力向上」-策定の趣旨と「学力向上」のための方向性について- 

 

 令和５年１０月に改訂した「佐世保市教育大綱」では、佐世保市民一人ひとりが将来にわたり持続的にいきいきと生活

できるよう、ウェルビーイングの向上を目指すことが示されました。 

 これは、国の教育振興基本計画のキーワードでもある「ウェルビーイング」を「子供」「学校・教職員」「家庭・地域社

会」のそれぞれの姿で表わしたものであり、これらが一体となって学びの社会の実現を目指し、人としての尊厳及び責務

を重んじた教育の推進に努めるものです。 

 本市においては、全国学力・学習状況調査質問調査において「国語や算数の授業が好き」と回答した児童生徒や「自分

にはよいところがある」と回答した児童生徒の割合が全国平均を上回るものの、正答率では全国平均にやや及ばない点に

おいて、日々の授業改善の成果が結果に結びついていないことが課題として挙げられています。 

未来社会を生きる子供たちには、先の見通しが立ちづらい予測が困難な時代に、労働市場の流動化や就業期間の長期

化、マルチステージの人生モデルへの転換が進む中においても、しなやかに「自らの人生を舵取りできる力」を身につけ

させることが不可欠です。 

 さらに、次期学習指導要領へ向けた議論が進展する中で、自分の理解度に合わせて学習スタイルや取り組み方法、学習

ペースなどを子供自身が調整し、主体的に選択・判断・決定するなど、児童生徒自身が学びのオーナーシップを自覚する

授業へと教室での学びは大きく変わり始めています。こうした変化を背景として、自ら学びを調整し続けることのできる

自律した学習者の育成が一層重要となっており、未来志向の観点から、教師の役割や授業の在り方そのものを含めた教育

観の転換が求められています。 

 そこで、新たな「学力向上プラン」では、ウェルビーイングの実現へ向け、学校を卒業した後も生涯にわたって能動的

に学び続ける自律した学習者の育成を目指し、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善を一層推進するととも

に、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実により、児童生徒の好きや得意を伸長し、よさや可能性を引き出す学

びの実現を目指します。 
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第 1章 
 

学力向上プランの基本方針 
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 １ 学力向上プランの位置づけ 

   学力向上プランは、佐世保市教育大綱及び第 4 期佐世保市教育振興基本計画に基づいて策定する、本市における児

童生徒の学力向上のための施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画です。 

計画の策定にあたっては、「SASEBO みらい教育ビジョン」をマスタープランとして、学力向上に係る方向性と具体

策を示すとともに、第 4 次教育の情報化推進計画（スマート・スクール・SASEBO 構想 NEXT）と連動し、推進しま

す。 

 

 

２ 学力向上プランの期間 

   本計画は、令和１２年度までの５年間の計画として実施します。 
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３ プランの進捗管理 

   策定予定の「SASEBO みらい教育ビジョン」は、児童生徒の声を核とした佐世保の教育の新たな指針であることを 
受け、本プランについても、児童生徒の声を核として、Plan(計画)、Do（実行）、Check(点検・評価）、Action(見直 
し)のサイクルに基づく進行管理を行うとともに各種調査結果を学校と共有することで効果的・効率的な施策の推進に 
つなげていきます。 

    

 

 

 

 

 

 

 

４ プランの検証 

   ① 検証軸と検証方法 

      学力向上プランは、第 7 次佐世保市総合計画（後期基本計画）の方針に基づき、児童生徒の学習意欲と自己肯

定感及び本プランの重要な要素である「主体的・対話的で深い学びの実装」「学びのオーナーシップ」「授業にお

ける ICT 活用」を KPI に設定します。検証方法としては、毎年 4 月に実施される全国学力・学習状況調査質問

調査及び佐世保市独自の質問調査とし、児童生徒の声を検証・改善に役立てます。 
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   ② 測定項目と目標値  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定項目に係る主な質問事項（参考：令和７年度全国学力学習状況調査、佐世保市独自調査） 

【自己肯定感】「自分にはよいところがあると思いますか」 

【学習意欲】「〇〇科の勉強は好きですか」※教科ごとに実施 

【主体的・対話的で深い学びの実装】 

 前年までに受けてきた授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組んでいましたか。 

【授業の ICT 活用】 

 前年までに受けた授業で、PC・タブレットなどの ICT 機器を、どの程度使用しましたか。 

【学びのオーナーシップ】 

 授業の中に、学び方や誰と学ぶかを自分で決める機会がありましたか。 

【児童生徒の声を生かした授業改善】 

 授業に対する児童生徒の感想を、自らの授業改善（指導法の見直し等）に生かしていますか。 
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第２章 
 

学力向上プランの推進 
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１ 「自律した学習者」を育てるための全体像 

 

ウェルビーイングの実現を目指し、生涯にわたって能動的に学び続ける自律した学習者の育成のためには、児童生徒自

身が学習のオーナーシップを持ちながら主体的に課題を追究していく学びが求められます。その実現の鍵を握るのは、日々

の授業改善です。  

そこで、児童生徒の実態や受けたい授業に対する思いを踏まえ、自律的に学び続ける力が育つ授業を「学びを起こす授

業」と定義し、この学力向上プランが目指す授業像として本プランの中心に位置付けることとしました。以下に、「学びを

起こす授業」を核とした授業改善の全体像を整理しました。 
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２「学びを起こす授業」の３つの柱 

１つ目の柱  「主体的・対話的で深い学びの実装」  
 

この柱は、現行の学習指導要領における中核的な視点であり、次期学習指導要領の改訂に向けた教育課程企画特別部会の論点整理

（令和 7年 9月）において、第一の方向性として示されています。「実装」という言葉の趣旨に鑑み、今後は、これまで以上に「主体

的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善による質の高い学びの実現が求められます。 

児童生徒が興味を持って自律的に学び（主体）、他者と協力して考えを広げ（対話）、得た知識を基に概念を深く理解する（深い学

び）能動的な授業の日常化を目指しましょう。 
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２つ目の柱  「オーナーシップ」 
 
この柱は、自律的に学び続ける力を育てるうえで、不可欠である学びのオーナーシップの実現を目指すものです。学びのオーナー

シップとは、「やらされる学び」ではなく、「自分ごととして引き受けて進める学び」であり、授業の中で行われる、児童生徒自ら

の選択、決定、振り返りにより、自律的に学び続ける力の礎を育むものです。 

実現へ向けては、複線型授業デザインを効果的に導入するなど、授業の中で児童生徒自ら調べ方（書籍資料、ウェブ、動画な

ど）を選ぶ場面、表現方法（文章・図・動画・発表など）を選ぶ場面、誰（友だち、一人、先生等）と学ぶかを選ぶ場面を設定す

ること、また併せて、メタ認知（自分の学びを見つめる力）を育てる場面を設定することを推奨します。児童生徒が自ら決定した

「目標」や「評価の基準」、さらにその時間で学んだことや成果などを学びの足跡として可視化させることで、学習の質の向上

（学習内容の定着と、学習方法の改善）を促し、自分たちで学べる児童生徒の育成を目指すことが必要です。 
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３つ目の柱  「多様性の包摂」  
 

この柱は、多様な個性や特性、背景を有する児童生徒が多くなっている実態に向き合い、一人一人の可能性の開花や個性が輝く

教育の実現を目指したものであり、次期学習指導要領改訂の第 2の方向性とされています。文科省の調査では、中学校では 32.8％

の子供が授業の内容が難しすぎると回答している一方、11.1％の子供は逆に簡単すぎると回答しています。特定の指導方法のみで

全ての児童生徒に「主体的・対話的で深い学び」を実現できるとは限らず、一人一人の興味関心や学習特性を踏まえながら学びの

実現を目指していくことや、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実し、誰一人取り残さない形で「主体的・対話的

で深い学び」を実装することが求められます。 

そのため各学校においては、不登校、特別支援、日本語が十分でない児童生徒、経済的に困難を抱えている家庭の子供、学習に

困難を抱える児童生徒や特異な才能や認知特性を持つ児童生徒などに「個別最適で、かつ、共に学ぶ場としての価値を最大化する

教育」を届けることが重要です。個の多様性をその子の力に変え、学校という共同体を豊かにし、多様な個性・特性を持つ子ども

たちが「好き・得意」を見つけ、自分の将来を描けるよう、学校や地域の強みを生かした教育活動を展開していきましょう。 
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３「学びを起こす授業」の実現のために 
 

① 学びの動機づけのアップデート 

現在の学校教育においては、主体的に学びに向き合えていない子供が増加傾向にあり、論点整理では、少子化に伴

う入試による動機付けの変化、学習時間の減少等の現状を踏まえ、「学びの動機づけのアップデート」の必要性につい

て指摘されています。マルチステージの人生モデルへの転換が進む中、しなやかに「自らの人生を舵取りできる力」

の育成が求められていますが、その基盤である「自律的に学ぶ力」を育むうえで、「学びの動機」は重要な原動力であ

り、あらゆる手段を用いて子供たちには新しい時代に必要な 

内発的動機付けを図っていく必要があります。 

日頃の授業においては、まず「見方・考え方」を働かせ、 

各教科等を学ぶ意義を実感させることが必要です。また、児 

童生徒に自分自身と向き合わせ、将来の夢や「なりたい自分」 

といった自らの人生・キャリアとのつながりを意識しながら、 

「なぜ学ぶのか」を主体的に問い続けさせることが重要です。 

教師自身も、一人の学習者として学び続ける姿を示し、児 

  童生徒と共に歩む「よきロールモデル」であることが求めら 

れます。身近な大人が学びを楽しむ姿を見せることこそが、 

児童生徒が自らの学びの意味を更新し、動機づけをアップデ 

ートし続ける契機となります。 
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  ② 単元をとおした授業デザイン 

    現行の学習指導要領の総則には、「単元や題材など内容や時間のまとまりを見通し」という言葉が繰り返し登場し

ます。一方で、論点整理では、「『教科書を教える授業』『本時主義』からの脱却に至っていない」という課題が指摘

されています。つまり、本来は「子どもたちにどのような資質・能力を身につけさせるのか」という目標から授業を

組み立てる必要がありますが、実際には教科書の内容を終えること自体が目的になってしまっている、という問題が

明らかになっています。 

    そこで、学習指導要領と児童生徒・地域の実態を踏まえ、「どの

ような力（資質・能力）を身につけてほしいか」という認識から出

発し、そのための授業のまとまり（単元や題材）を構想し、その上

で、教科書や教材をどう使い、一コマの授業をつくるというプロセ

スで授業構想が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 参考 文部科学省 サポートマガジン『みるみる』 

〈単元づくりの例〉 

①  単元目標（ゴール）を決める 

②  単元を貫く「中心課題（問い）」を設定する 

③  単元の評価規準を決める 

④  単元全体の「流れ」を描く 

⑤  各時間の「役割」を決める 

⑥  各時間の活動・発問を設計する 

⑦  振り返りで「単元のゴール」と結ぶ 
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③ ICT 活用の質の向上 

       令和２年度の国の GIGA スクール構想に伴い、本市においても、1人 1 

台端末と高速大容量の通信ネットワークの一体的整備を進めてきまし 

た。その成果として、令和２年度には 51.5％だった「授業で毎日 ICT を 

活用している割合」は、令和６年度には 93.7％まで上昇しました。ま 

た、教員の指導能力についても、約９割の教員が活用できる状態にあ 

り、ICT は「特別な道具」から、学びを支える「日常の道具」へと定着 

しています。このような中、令和７年２月の定例教育委員会において

「第４次教育の情報化推進計画（GIGA 第２期）」が議決され、その目的 

は、これまでの「整備・利活用」というものから、「質の向上・ウェル 

ビーイングの実現」へと転換されました。今後はこれまで以上に、児童 

生徒が授業の中で、調べたり、協働的な学習の中で意見を整理したり、 

共同編集したりするなど、「学びを深めるために活かす」ことが求めら 

れます。また、障がいのある児童生徒、病気療養中の児童生徒、不登校の児童生徒、外国人児童生徒など、特別な 

支援が必要な児童生徒に対して、ICT の特性を最大限活用し、きめ細やかな支援や高度な学びの機会の提供にも努 

めることが大切です。 

さらに、ＡＩ型ドリルは、個々の児童生徒の理解度や学習履歴を分析し、最適な問題やヒントを提示することで 

自律した学習者の育成に有効なツールの一つです。児童生徒がつまずきを克服する体験を積み上げることで学習意 

欲や自己肯定感の向上が期待できます。授業中や家庭学習など、児童生徒の実態に合わせてＡＩ型ドリルを積極的に

活用しましょう。 
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   ④探究的な要素を持つ学習活動の充実（カリキュラム・マネジメントの活用） 

探究的な見方・考え方を働かせ、横断的・総合的な学習（探究的な学び）を行うことは、特定の教科等に留まら 

ない課題（いわゆる正解のない課題）の解決に向け、自ら問いを立て、各教科等で身に付けた資質・能力を活用・発

揮しながら、情報収集・分析・解決を行うことで、よりよく課題を解決し、自己の生き方を考える力を養う上で欠か

せません。 

      しかし、日常の教育活動の中に探究的な要素を取り入れることについては、未だ課題が残ります。特に、総合的な

学習の時間においては、前年度までの実践をほとんど同じような形で行う場合も少なくありません。例えば、児童生

徒が、本気でふるさと佐世保に目を向け、そこに暮らす一人として地域課題について自ら問いを立て、試行錯誤を繰

り返しながら解決に挑む。このようなプロセスを通じて知識と実践力を高め、自律的に学び続ける力を育むことが、

「探究的な学び」の本質です。  

そこで実現へ向けては、まずは、日々の教科指導に「課題設定・情報収集・整理分析・まとめ表現」という探究の

プロセスを組み込むことを推奨します。実社会や実生活に根ざした問いを立て、このサイクルを繰り返すことで、児

童生徒の思考は深まり、確かな資質・能力の育成へとつながります。さらに、こうした各教科での学びを、学校全体

での相乗効果へと高めるには、カリキュラム・マネジメントが欠かせません。教科横断的なつながりを意識し、組織

的に教育活動の改善を図るため、以下の手順でカリキュラム・マネジメントを実践しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

【カリキュラム・マネジメントの三つの側面】（総則） 

①児童や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現

に必要な教育内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこと 

②教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと 

③教育課程の実施に必要な人的または物的な体制を確保するとともに

その改善を図っていくこと 

【カリキュラム・マネジメントの手順例】（解説） 

①教育課程の編成に対する学校の基本方針を明確にし、全教職員が共

通理解を持つ 

②教育課程の編成・実施のための組織と日程を決める 

③教育課程の編成のための事前の研究や調査をする 

④学校教育目標など教育課程の編成の基本事項を決定 

⑤教育課程を編成する 

⑥教育課程を評価し改善する 
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４「学びを起こす授業」を支える教師のマインドセット 
 二項対立の回避と教師の役割の転換 

近年、新しい時代に求められる授業の在り方が様々に議論される中、「教師が教えるのは悪いことだ」といった主張

と、「教師主導の一斉指導や練り上げ型が大切だ」といった主張が対立するような場面も見られています。しかし、実際

にどのような学習方法が適切であるかは、教師の力量・特性や、子供たちの現状、教科や単元の特性などによって変わ

るものであり、児童生徒が主体的に学習を進める形態であっても、教師主導の一斉指導の形態であっても、児童生徒の

資質・能力の育成につながる場合とそうでない場合が考えられます。大切なのはこうした二項対立ではなく、「多様な特

性を有する全ての児童生徒の資質・能力を育む」という原点に立ち返り、学びをデザインする高度専門職としての教師

の役割を正しく認識することで

す。 

そこで日頃の授業においては、

教師がオーナーシップを持つ部分

と、児童生徒がオーナーシップを

持つ部分という双方の役割の整理

が必要となります。 

  また、自律的に学ぶ力を育むた

めには、教師の役割も、児童生徒

の実態をよく踏まえないまま知識

を「教え込む」のではなく、児童   

生徒の学びを丁寧に見取り、環

境を整え、対話を促す「伴走者

（ファシリテーター）」へと再定

義することも大切です。  
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第３章 
 

令和８年度の重点課題と学力向上プランの実現へ向けた取組 
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１ 令和８年度の重点課題 

   学力向上プランを進めていくうえで、特に、次の２点を重点課題として捉えています。（令和８年度時点） 

   授業で学んだ知識が「生きて働く知識」になっていないのではないか ～深い学びとは～  

   令和８年度に実施された全国学力学習状況調査の小学校算数に次のような問題が出題されました。 

 

   １ 立方体や直方体について考えます。 

    （3）1 ㎤の立方体が 36 個あります。36 個すべてを使って、高さが 4 ㎝の直方体を一つ作りました。 

       その直方体の体積は、何㎤ですか。答えを書きましょう。 

 

   直方体の体積を問う問題。児童は５年生の既習事項である直方体の体積を求める公式（縦×横×高さ）を用いて求

めようとしますが、高さはわかっても、縦と横の長さが不明です。ここで、「1 ㎤の立方体が 36 個あり、そのすべてを

使って」という表現に着目すると、公式を用いずとも答えを導き出せます。このように、体積の概念理解ができている

ことで、その知識を転用することが可能となります。本市の児童生徒がこのような問題を苦手としている実態に鑑

み、今後、知識を実社会の文脈と結びつけ、活用するプロセス（探究学習など）を重視することや、単に知識を記憶

するだけにとどまらず、未知の状況で使えるものにする質の高い学習が求められます。 

 

   教師の「教え込み」により、自律的に学ぶ力が育つ機会が失われていないか ～学びのオーナーシップ～  

   「自律的に学ぶ自信がない」と答えた日本の生徒は非常に多く、OECD37 か国中 34 位と低い水準にあります。だ

からこそ、授業が「教わるだけ」の受動的な学びに終始するのではなく、自律的に学ぶ力を育む貴重な機会として、

その在り方を大切にしていく必要があります。そのためには、児童生徒が授業を自分事として主体的に受け止め、学習

課題や学習の進め方、学習形態などについて、選択・判断・決定する場面を意図的に設けることが重要です。 

こうした学習活動を通して、自律的に学ぶための素地を育むためにも、日々の授業の在り方や教師の役割を、改めて

捉え直していく必要があります。 
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２ 教育委員会の取組 

 【学校教育課】 

  授業で学んだ知識を「生きて働く知識」とするために ～深い学びの実現～  

  ○SASEBO みらい教育ビジョンの作成・周知 
 

・本市教育委員会の附属機関である「佐世保市学校教育審議会」から、「ウェルビーイングを育む学校教育の在り

方」についていただいた答申を受け、今後の佐世保の教育の方向性を示すための指針（SASEBO みらい教育ビジ

ョン）について、学校だけでなく、児童生徒や保護者と共有するため、児童生徒用リーフレット及び地域家庭用リ

ーフレットを作成し、佐世保の子どもたちを学校・家庭・地域一体となって育てていく意識醸成を図ります。 

 

○特色ある学校づくり対策事業の改善 

 

・子どもを主語にした学校づくりを推進していくためには、各学校において、地域課題をとらえた探究活動やカリキ 

ュラム・マネジメントの工夫が必要です。そのための手立てとして、「特色ある学校づくり対策事業」の内容をさ

らに充実させ、各学校における教育活動の財政支援を行います。 

 

○校長会・教頭会における周知 

  

・各学校における授業改善や学力向上に関する取組を推進するため、校長会・教頭会において、「子どもが主語の学

校づくり」の視点で市内での好事例などを周知・指導を行います。 
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  児童生徒が、学習の目的や学習の仕方を自己決定する機会を増やすために  

   

○AI ドリル（ミライシード）の活用促進 

   ・児童生徒が自身の学習データに基づいて「進度」や「課題」を自ら選択・決定できる AI ドリル（ミライシード）

のさらなる活用促進のため、研修会の実施や、校長会・教頭会等での活用事例紹介により活用促進を図ります。 

○学校訪問における指導 

   ・各学校における授業改善や学力向上に関する取組を推進するため、学校訪問において、「オーナーシップ（当事者

意識）のある授業づくり」の視点で個別指導を行うとともに、市内での好事例等の周知に取り組みます。 

   

【教育センター】 

 授業で学んだ知識を「生きて働く知識」とするために ～深い学びの実現～ 
 

○学力向上プランコア研修会の実施（１学期中） 

・小・中学校及び義務教育学校管理職及び研究主任を対象に、学力向上プランに関する研修会を実施し、佐世保市が
目指す授業の方向性を確認するとともに、深い学びの具体像、主体的・対話的で深い学びの実装へ向けた校内研修
の在り方等について講義・演習を行うことで、本プランの円滑な実施を目指します。 

〇授業改善研修における研究授業（主に２学期） 

 ・継続研修（小学校）、授業改善研修（小・中学校）において、「使える学力」を目指した深い学びができるよう、
単元づくりや授業づくり関する実践的な研究を行います。また、年 1 回以上、研究授業（市内の希望する先生方で
同じ授業を見合い、意見交換をする研修会）を開き、授業改善の取組を促進するとともに、文科省調査官や大学
教授と直接意見交換する場を設けることで、主体的・対話的で深い学びの実装を目指します。 
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  児童生徒が、学習の目的や学習の仕方を自己決定する機会を増やすために  

 
○授業改善研修における研究授業（主に２学期） 

・継続研修（小学校）、授業改善研修（小・中学校）において、オーナーシップのある授業の実現へ向け、単元づく
りや授業づくりに関する実践的な研究を行う。また、年 1 回以上、研究授業（市内の希望する先生方で同じ授業を

見合い、意見交換をする研修会）を開き、自律的に学ぶ児童生徒の育成を目指します。 

○佐世保市教育センターフォーラムでの実践発表（１月） 

・佐世保市教育センターの研究主題を「自律的に学ぶ児童生徒の育成」と設定し、佐世保市教育センターフォーラム
において、１年間の実践で見えてきた「自律的に学ぶ児童生徒を育成するための手立て」についての成果発表会
（答え合わせ）を行います。 

 

【スマート・スクール・SASEBO 推進室】 

 授業で学んだ知識を「生きて働く知識」とするために ～深い学びの実現～ 

  

〇ｽﾏｰﾄ･ｽｸｰﾙ･SASEBO 羅針盤の活用促進 

・佐世保市内外を問わず、授業実践の好事例の動画や教材などを、羅針盤内に掲載し、目指す授業のイメージの共

有化を図ります。 

・羅針盤内の「GIGA BRIDGE！」、「佐世保市教材集」を積極的に周知し、ICT の利活用を促進します。 

 〇教職員対象の ICT スキルアップ研修の実施 

  ・教育センターと連携し、Google for Education の新機能の研修や ICT を活用した最新の授業に関する研修を実施

します。また、ICT 利活用率が低迷している学校へ直接出向く研修や、ICT 利活用お悩み相談室実施を開催しま

す。（研究調査 DX のメンバー活用） 
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 児童生徒が、学習の目的や学習の仕方を自己決定する機会を増やすために 

 〇オーナーシップのある授業実践ツールの開発 

  ・児童生徒が、自分自身の学びについて確認したり、振り返ったりすることができる独自ツールを開発し、市内

すべての学校での活用を啓発します。また、好事例の授業動画を、羅針盤にアップし、市内教員で共有します。 

【連携した取組】 

〈学校教育課・スマート・スクール・SASEBO推進室〉 

○AI ドリル（ミライシード）の活用促進 

・自律した学習者の育成のため、AI ドリル（ミライシード）の利活用促進を図ります。そのために、AI ドリルの学

習プログラムや解説動画等を紹介したり、各種研修会の開始前や休憩時間にショート動画を流したりして、AI ド

リル利活用に向けた啓発を図ります。また、AI ドリルと KPI の相関について分析を行うなど、AI ドリルの更なる

利活用について研究をすすめます。 

 

〈学校教育課・教育センター・スクール・SASEBO推進室〉 

○探求的な要素を持つ学習活動の充実 

・児童生徒が探求的な見方・考え方を働かせ、自律的に学び続ける力を育むためには、教科横断的なつながりを意 

識した教育活動を実施することが必要です。そのために、カリキュラム・マネジメントの視点をもった教育活動の

編成や研究指定校での実践例などをショート動画にまとめ、スマート・スクール・SASEBO 羅針盤に掲載し、学

校における校内研修での活用を促します。 
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 ３ 各学校での取組 

 

  授業で学んだ知識を「生きて働く知識」とするために ～深い学びの実現～  関連ページ P8、P12、P13、P14 

   

  「主体的」や「対話的」に学ぶ姿に比べ、「深い学び」については具体的な姿が捉えづらいという声を多く耳にしま

す。授業で学んだ知識を、「生きて働く知

識」とするためには、各教科等ならでは

の見方・考え方を働かせ、これまで学ん

できた知識や自身の経験等を関連付ける

ことが大切です。 

そのため、まずは「長崎の教育の手引

書（令和７年度版）」を熟読いただくとと

もに、右表の視点を参考にしながら、自

身の授業を振り返り、各教科等で求めら

れる資質・能力の着実な定着に向け、授

業改善に努めていきましょう。 

 

 
「長崎の教育の手引書（令和７年度版）長崎県教育委員会 P9 を一部抜粋 
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  児童生徒が、学習の目的や学習の仕方を自己決定する機会を増やすために 関連ページ P9、P10、P11、P14、P15 

 

   児童生徒が、将来、変化が激しいマルチステージの時代に自己実現を目指す中では、さまざまな場で自己選択・自

己決定する力が必要となります。そのため日頃の授業においては、児童生徒が「なぜ学ぶのか」を出発点として、「誰

と学ぶか」「どのように学ぶか」などを選択・判断・決定する場面を設けたり、振り返り活動を通して、自分の学びを

調整したりする機会を増やしていくことが大切です。さらに、学んだことを、「どのように役立てるか」という視点も

欠かせません。 

そのため各学校では、地域や教科の実態に応じ、授業の一部を児童生徒が自分で決めたやり方で学ぶ時間とした

り、学習の定着度を見ながら学ぶ相手や学び方、進度を児童生徒に委ねたりするなど、スモールステップの実践を重

ねることが大切です。また、児童生徒が

目的に応じて AI ドリルを使いこなす時間

を設けるなど、長期的な計画で自律的に

学ぶ力を育んでいく中で、児童生徒の学

びに対する当事者意識はより一層高まっ

ていきます。その際、児童生徒が自ら課

題を持ち、自分のよさや強みを生かして

自らの学びを進めていくために、学習方

法や学習の進み具合を客観的に評価した

り、学びのつながりを自覚させたりする

ために、右図のような自己調整シート

（仮）の活用も有効です。 
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児童生徒に学びのオーナーシップを育む先進校の実践から得たポイントを下の図のようにまとめました。 

左図は、学びのオーナーシップを育むための工夫をまとめたものです。学習内容や進み具合、学力差等に応じて、学習

の仕方（目標、方法、場所、ペース、結論など）を、全員「同じ」ものにするか、一人一人「違う」ものにするかを授業

者が判断します。学習の仕方のすべてを「同じ」ものにする授業から、すべてを「児童生徒に委ねる」授業まで、実態に応

じて様々に工夫することで、児童生徒自身が自ら学ぶ力の育成を目指しています。 

右図は、単元の学習過程をまとめたものです。児童生徒の状況や学習内容等に応じて、一斉に同じ学習の仕方で学ぶ場

面と一人一人異なる方法や進度で学ぶ場面を意図的に位置付ける柔軟な単元構成にするなど、無理のない範囲で実践する

ことが大切です。 
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〈参考資料〉 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

文部科学省関係の資料や、Nits 教職員研修機構の動画などを掲載します。 



 

6月定例教育委員会 

 

【報 告】 

 

 

 
 

① ７月の社会教育事業について（社会教育課） 

・令和 8年度佐世保市少年の主張大会      

・SASEBOグローバルキッズチャレンジ      

・子ども読書リーダー養成講座（佐世保会場） 

・・・ Ｐ 2～Ｐ 6 

② 令和８年度佐世保市中学校体育大会の結果について（学校保健課） ・・・ Ｐ 7～Ｐ 8 

   

   

 

1



 

令和８年度佐世保市少年の主張大会開催要項 

 

１ 目的 中学生が日常生活の中で考えていること、感じていること、社会への提言や将来への希望な 

ど、自らの主張を正しく伝え、理解してもらう力を身に付ける契機とする。また、中学生の 

意見を聞くことで、大人も子どもたちに何が最もよいことかを考える機会とすることで、社 

会における子どもと大人のよりよい関係づくりに寄与することを目的とする。 

 

２ 主催 佐世保市青少年育成連盟 佐世保市教育委員会   

 

３ 後援 佐世保市 佐世保市議会 長崎新聞社 佐世保市社会福祉協議会  

佐世保中央ライオンズクラブ 佐世保市ＰＴＡ連合会 佐世保市子ども会育成連絡協議会 

日本郵便株式会社佐世保郵便局       

 

４ 日時 令和８年７月４日（土）12:00～16:20  

 

５ 会場 佐世保市体育文化館コミュニティセンターホール（佐世保市光月町6-17 電話 22-1522） 

 

６ 日程 12:00～12:15   開会行事 

         開会あいさつ 佐世保市青少年育成連盟会長  下村  徹    

佐世保市教育委員会教育長   陣内 康昭    

                             審査員紹介 

               審査方法及び日程説明          

12:15～13:40  発表前半（15名） 

13:40～13:50  休憩 

     13:50～15:25  発表後半（15名） 

     15:50～16:05  表彰式 

               各賞発表 

               講評         長崎新聞佐世保支社長     榎屋  健 

     16:05～16:20  閉会行事 

               中学生スタッフ紹介  

               閉会あいさつ 佐世保市青少年育成連盟副会長 西  麻美  

 

７ 参観   どなたでも 

 

８ 応募  （１）対象 市内中学校・義務教育学校・特別支援学校 全学年全生徒  

（２）出場 各校代表１名（選考は各学校に委任する） 

（３）内容  

① 社会や世界に向けての意見、未来への希望や提案など 

② 家庭、学校生活、社会（地域活動）及び身の回りの友だちとの関わりなど 

③ 報道されている少年の問題行動、大人や社会の様々な出来事に対する意見等  

④ 未発表の作文であること（生成ＡＩによる推敲は不可とする） 

        ⑤ 持ち時間は５分３０秒とする（時間超過による減点あり） 

（４）原稿  

① 学校は期限（５月下旬）迄に「発表者」「学年」「演題」等を事務局に提出する  

② 事務局は学校に「原稿書式」を電子データにて送信する 
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③ 学校は期限（６月下旬）迄に「発表原稿」を事務局に送信する  

④ 当日、発表者は発表原稿を持参する。原則として事前に提出した原稿の変更・ 

加筆・削除はできない。受付での紙媒体提出は不要とする。   

９ 審査  （１）審査員 

   長崎新聞社 佐世保市中学校長会 佐世保市社会福祉協議会  

佐世保中央ライオンズクラブ 佐世保市ＰＴＡ連合会  

佐世保市子ども会育成連絡協議会 佐世保市教育委員会  

佐世保市青少年育成連盟 各団体から１名（合計８名）       

     （２）審査基準及び配点 

① 論旨（内容）60点 

・鋭い感性で、新鮮な主張であるか 

           ・新しい情報や視点があるか 

           ・個人の体験にとどまらず、一般性・社会性があるか 

           ・提案や提言を実現・実践する意欲が感じられるか 

           ・論旨が一貫し、構成がしっかりしているか          

           ・その他                                                  

          ➁ 論調（話し方）40点 

・共感と感銘を与えていたか 

            ・説得力のある話し方であったか 

            ・熱意と迫力があったか 

            ・その他 

     （３）各賞の決定 

          ① 審査員８名の採点から最上位と最下位を控除した６名分の得点の合計により 

順位を決定する 

② 時間の計測は「発表を開始した時から終了時まで」とする 

③ 集計時に合計点から下記のとおり減点する 

・5分31秒 ～ 6分００秒「５点減点」 

            ・６分０1秒 ～ 6分３０秒「10点減点」 

・６分31秒 ～ ７分００秒「15点減点」 

                     ※５分30秒で１回、６分で２回、その後30秒ごとに１回ベルを鳴らす 

                 

10 表彰 （１）審査結果に基づいて各賞受賞者（1０名）を決定し、閉会式にて表彰する            

（２）発表者全員に記念品を贈呈する 

（３）最優秀賞（市長賞）受賞者は、市の代表として、長崎県青少年育成県民会議が主催 

する「第48回少年の主張長崎県大会～私の主張2026」に出場する 

 

11 中学生スタッフ 

（１）中学生スタッフは大会当日の司会、審査票回収、計時、演題表示、発表生徒誘導 

   等を担当する 

（２） 詳細については学校をとおして事前に連絡する 

 

12 この大会に関する問い合わせ先 

     （１）団体名 佐世保市青少年育成連盟  

     （２）住 所 〒857-8585 佐世保市八幡町1-10 

     （３）電 話 0956（24）1111  内線3123    

          （４）F A X  0956（37）6137 

     （５）Email  syakai@city.sasebo.lg.jp 
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リ ーダー

子 ど も 読 書

本好きな子、集まれ！

【対 象】小学４・５・６年生、中学生

【会 場】佐世保市立図書館
（佐世保市宮地町3-4）

【参加料】無料

【定 員】先着30名

【活動内容】１日目：①13:00～16：30（受付12：30～）
２日目：②10:00～１２：００/③１３：００～１６：３０

（受付9:30～）

【申込み方法】
●WEBの場合 右の二次元コードから申し込んでください。→
●メールの場合
宛先：syogai03@pref.ｎagasaki.lg.jp

 件名：子ども読書リーダー養成講座申込
本文 ①参加者氏名 ②参加者氏名フリガナ ③学校名 ④学年

⑤保護者氏名 ⑥連絡先メールアドレス ⑦連絡先電話番号
⑧郵便番号・住所 ⑨活動選択（ビブリオバトルまたは読み聞かせ）
※申込み受付は先着順とし、定員になり次第締め切ります。

（最終締切 令和８年７月１７日（金））

※台風等の荒天時、交通機関の運休等により内容を変更または中止する場合があります。

募集中

問い合わせ先：長崎県教育庁生涯学習課 県民学習班 TEL：095-894-3365

２日間開催

認定バッジもらえるよ

【持ち物】
● 水筒
● 筆記用具
● おすすめの本１冊（図書館所蔵の本）
● 佐世保市立図書館利用者カード
● お弁当（２日目のみ）

【期日】令和８年７月３１日（金）・８月１日（土）

講座 活動内容 佐世保会場

①
（開講式）オリエンテーション
（楽しい読書体験）図書館探検ツアー・ビブリオバトル実演

POP作成またはビブリオレクチャー

７/31
（金）

午後

②
（楽しい読書体験）
・読み聞かせ実演
・読み聞かせ、ビブリオバトル練習 ８/１

（土）

午前

③
（演習） 読み聞かせ、ビブリオバトル発表
（閉講式）認定証・認定バッジ授与

午後

6

mailto:syogai03@pref.ｎagasaki.lg.jp


番号 競技種目 会場 期日 性別 県枠 １位 2位

男子 中里 佐世保北 日宇

女子 中里 日宇 早岐

男子

女子

男子 2 日宇 山澄 祗園 福石

女子 2 祗園 広田 早岐 山澄

男子 2 崎辺 大野 広田 佐々

女子 2 早岐 佐々 日宇 小佐々

男子 2 清水 愛宕 佐々 東明

女子 2 佐々 小佐々 中里 日野

男子 1 清水 佐々 大野 東明

女子 2 聖和 相浦 佐々 早岐

男子 2

女子 2

男子 1 早岐 崎辺 佐世保北

女子 1 早岐 崎辺 佐世保北

男子 1 大野 吉井

女子 1 愛宕 吉井

10 ソフトボール 女子 1

男子 4 日野 日宇 鹿町 清水

女子 4 日野 早岐 清水 中里

男子 2 日宇 大野

女子 5 大野 相浦 柚木 日宇

男組手 2 大野 佐世保北 日宇 吉井

女組手 2 山澄 祗園 大野 佐々

男形 2 佐世保北 早岐 大野

女形 2 佐々 祗園 大野

男子 2

女子 2

相浦 早岐 大野 日野

令和８年度　佐世保市中学校体育大会

成績一覧表（団体の部）

男子 2

総合グラウンド
陸上競技場

佐世保北・佐々江迎2 大野

１０月７日（水）開催

山澄

１３・１４

総合グラウンド
庭球場

３０・３１

佐世保市体育文化館
祇園中学校体育館 ３０・３１

男子

総合グラウンド
陸上競技場周辺

２３・３１

１３・１４

県立武道館 14

総合グラウンド野球場
吉井野球場・千鳥越野球場
佐世保実業高等学校

サッカー

軟式野球

柔道 31

県立武道館

６・７・１３

13

県立武道館

駅伝

ハンドボール

16

11

12

23日：佐世保市体育文化館
31日：東部スポーツ広場体育館

東部スポーツ広場サッカー場
北部ふれあいスポーツ広場
小佐々中央運動広場

総合グラウンド陸上競技場

バドミントン

相浦中学校体育館

空手道15

7・8・14

9

卓球

ソフトテニス

バレーボール

体操

剣道

13

14

佐世保市温水プール

4

5

6

7

8

バスケットボール
東部スポーツ広場

体育館

佐世保市体育文化館

３位

1

2

3

１３・１４

14

３０・１３・１４

陸上

水泳
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競技種目 期日 種別 県枠

男子シングルス 4 多久島　凛音 崎辺 川尻　唯生 崎辺 濵﨑　裕心 吉井 北橋　斗和 崎辺

女子シングルス 4 山﨑　桃花 早岐 前田　栞奈 佐々 小橋　璃央 早岐 中村　姫菜 小佐々

長尾　拓馬 橋口　龍 松下　拓 山本　維央

山口　成樹 廣川　竜生 林　楓真 山本　奨生

山口　寧々 金子　凛美 野田　さや香 前川　瑠

上ノ原　咲和 横田　知花 野田　真央 松岡　葵

男子 4

女子 4

新体操 女子 4

男子 2 北島　政孝 福石 中道　陽太 崎辺 佐藤　悠貴 日野 江口　莉央 早岐

女子 2 深水　清怜 早岐 田畑　ひなた 崎辺 前田　美咲 崎辺 川崎　翠 祗園

男子５０ｋｇ級 1 佐伯　和馬 相浦 池田　優汰朗 吉井

男子５５ｋｇ級 1 浦田　獅王 大野 眞藤　琉偉 吉井 谷川　幸太郎 大野 前田　大翔 祇園

男子６０ｋｇ級 1 ジャクソン エイダン 健 愛宕 早瀨　貫太 相浦

男子６６ｋｇ級 1 川内野　春綺 吉井

男子７３ｋｇ級 1 池村　悠 愛宕 佐野　來毅 日宇 原田　惇平 祇園

男子８１ｋｇ級 1 河津　凱士 祇園

男子９０ｋｇ級 1 牟田　飛龍 大野

男子９０ｋｇ超級 1

女子４０ｋｇ級 1 谷口　実穂 祇園

女子４４ｋｇ級 1 竹井　美結 愛宕 浦添　莉心 吉井 野元　惺那 吉井

女子４８ｋｇ級 1

女子５２ｋｇ級 1 浅田　綺海 愛宕

女子５７ｋｇ級 1 佐野　未來 日宇

女子６３ｋｇ級 1

女子７０ｋｇ級 1 牟田　禰々 大野

女子７０ｋｇ超級 1 作本　海空 愛宕

男子シングルス 4 溝口　元気 日野 山口　翔司 鹿町 髙橋　航汰 浅子小 森田　莉音 日宇

女子シングルス 4 古賀　野々花 清水 田﨑　由菜 日野 中間　彩日 中里 田淵　結衣 光海

藤瀬　勇斗 山口　清輝 下釜　侑己 古味　慧耀

西妻　竜也 岸田　蒼汰 松岡　蒼天 森山　翔

池田　夏海 園田　柚羽 坂口　心音 山田　舞

林　優香 杉竹明香莉 鶴﨑　佑妃 魚屋　星七

男組手 4 鹿毛　蓮志 広田 濱野　聖那 佐々 本村　勇空 佐世保北 西坂　陽輝 早岐

女組手 4 吉村　紗愛 早岐 辻　美空 早岐 赤木　結衣 世知原 坂口　結良 佐々

男形 4 西坂　陽輝 早岐 吉田　結俐 大野 濱野　聖那 佐々 里島　祈吏 相浦

女形 4 田嶋　美悠 山澄 赤木　結衣 世知原 釣川　真波 大野 辻　美空 早岐

佐々

祗園

4

２位

男子

女子 佐々

4

4

令和８年度　佐世保市中学校体育大会

成績一覧表（個人の部）

卓球

１位

１３・１４

愛宕

体操

空手道 14

13

女子ダブルス

ソフトテニス ３０・３１

剣道

２３・３１バドミントン 男子ダブルス

佐々

日野

吉井

小値賀早岐

鹿町

4

柔道 31

３位・４位

日野 日宇 柚木

愛宕佐々

日宇
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令和８年６月 定例教育委員会議題 

 

令和８年度（令和７年度活動）自己点検及び評価（内部評価）における外部委託の件 

 

下記の者を令和８年度の外部委託候補者として提案する。 

 

令和８年６月２９日提出 

                               佐世保市教育委員会教育長 陣内 康昭 

 

１．候補者及び提案理由 

○田中 誠（たなか まこと）      【５年目】 

・社会教育分野、学校教育分野、教育臨床分野など、教育に関する幅広い知見による視点から評価をいただくため。 

・佐世保市教育委員会の自己点検及び評価に、継続性の観点からの評価をいただきたいため。 

≪主な経歴≫ 

＊ 長崎短期大学 

＊ 長崎国際大学 教授 

＊ 長崎国際大学 自己点検・評価委員会 副委員長 

＊ 長崎国際大学 教務委員会 委員長 

 

 

当日資料① 



○山口 龍虎（やまぐち りゅうこ）     【１年目】 

・社会教育分野、青少年育成分野などに精通した方からのご意見をいただきたいため。 

・佐世保市教育委員会の自己点検及び評価に、新しい観点からの評価をいただきたいため。  

≪主な経歴≫ 

＊ 佐世保市青少年育成連盟 副会長 

２．委託契約期間 令和８年７月１日～令和８年９月３０日 
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